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序     文 
 

 タンザニア連合共和国の農業セクターにおいては、2001 年以降、より効率的効果的な開発効果

をめざし、タンザニア政府主導のもと、開発パートナーが一体となって農業セクター開発計画の

策定と実施を推進してきました。当該セクターにおいて、稲作協力に代表される協力を長年実施

してきた独立行政法人国際協力機構は、セクター開発計画の策定段階からプロセスに参画し、タ

ンザニア連合共和国政府の主体的なセクター運営を支援しており、中央政府レベルでの開発計画

の策定、及び計画実施枠組み確立に大きな貢献をして参りました。 
 タンザニア連合共和国政府はわが国の貢献を評価し、引き続き農業開発計画の地方レベルでの

実施促進を目的とする「よりよい県農業開発計画作りと事業実施体制作り支援プロジェクト」の

実施を日本政府に対し要請しました。 
 本要請を受け、国際協力機構は本プロジェクトの準備に向けて、2008 年 9 月に事前調査団を派

遣し、その調査結果を本報告書に取りまとめました。調査結果に基づき、より効率的な協力実施

運営を行い、他のわが国協力とも連携し、より高い開発効果の達成に向けて尽力する所存です。 
 最後に本調査の実施にあたり、ご協力頂いたタンザニア連合共和国政府関係機関及びわが国関

係各位に対し、心より感謝の意を表します。 
 

平成 21 年 1 月 
 

独立行政法人国際協力機構 
農村開発部部長 小原 基文 
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略 語 表 

略語 英語 日本語

AfDB African Development Bank アフリカ開発銀行

ASDP Agricultural Sector Development Programme 農業セクター開発プログラム

ASDS Agricultural Sector Development Strategy 農業セクター開発戦略

ASFT Agricultural Services Facilitation Team 農業サービスファシリテーションチーム

ASLMs Agricultural Sector Lead Ministries 農業セクター関連省庁

BFSC Basket Fund Steering Committee バスケットファンド運営委員会

DADG District Agricultural Development Grant 県農業開発交付金

DADP District Agricultural Development Plan 県農業開発計画

DADP P&I TWG DADP Planning and Implementation Thematic
Working Group

DADP計画・実施作業部会

DFT District Facilitation Team 県ファシリテーションチーム

DIDF District Irrigation Development Fund 県灌漑開発基金

DP(s) Development Partner(s) 開発パートナー

EU European Union ヨーロッパ連合

FAO Food and Agriculture Organization 国際連合食糧農業機関

GDP Gross Demestic Product 国内総生産

IEC Information, Education and Coomunication 情報・教育・伝達

IFAD International Fund for Agricultural Development 国際農業開発基金

JIR Joint Implementation Review 合同実施レビュー

KATC Kilimanjaro Agricultural Training Center キリマンジャロ農業技術者訓練センター

LGA Local Government Authority 地方自治体

LGMD Local Government Monitoring Database 地方自治体モニタリングデータベース

LGRP Local Government Reform Programme 地方行政改革プログラム

M&E Monitoring and Evaluation モニタリング・評価

MAFC Ministry of Agriculture, Food Security and
Cooperatives

農業・食糧保障・協同組合省

MITM Ministry of Industry, Trade and Marketing 産業・貿易・マーケティング省

MLDF Ministry of Livestock Development and Fiseries 畜産開発・水産省

MoU Memorandum of Understanding 覚書

MWI Ministry of Water and Irrigation 水・灌漑省

NFT National Facilitation Team ナショナルファシリテーションチーム

NSGRP National Strategy for Growth and Reduction of
Poverty

成長と貧困削減のための国家戦略

O&OD Opportunities and Obstacles to Development 開発に向けた機会と障害

PMO-RALG Prime Minister's Office-Regional Administration
and Local Government

首相府地方自治庁

RS Regional Secretariat 州行政府

VADP Village Agricultural Development Plan 村農業開発計画

WB World Bank 世界銀行

WDC Ward Development Committee 郡開発委員会

WFT Ward Facilitators Team 郡ファシリテーターチーム

ZARDI Zonal Agriculture Research and Development
Institute

ゾーン農業技術研究開発機関



 i

事業事前評価表（技術協力プロジェクト） 
 

１．案件名 

よりよい県農業開発計画作りと事業実施体制作り支援プロジェクト 
 

２．協力概要 

(1) プロジェクト目標とアウトプットを中心とした概要の記述 
 タンザニア農業セクター開発プログラム（Agricultural Sector Development Programme：
ASDP）では、政府の地方分権化政策に沿い、予算の 75％を県農業開発計画（District Agricultural 
Development Plan：DADP）の実施に充てるなど地方での事業実施を重視している。本協力で

は、地方自治体（県）による DADP 計画・実施体制を強化することを目指し、中央政府関係

者による地方自治体の DADP 策定、実施モニタリングに関する支援活動の拡充をめざす。 
(2) 協力期間：2009 年 3 月から 3 年間 
(3) 協力総額（日本側）：2.3 億円 
(4) 協力相手先機関：  

ア． 実施主管機関：農業・食糧保障・協同組合省 
イ． 実施調整機関：首相府地方自治庁 
ウ． 実施支援機関：畜産開発・水産省、水・灌漑省、産業・貿易・マーケティング省 

(5) 裨益対象者及び規模： 
  ア．直接裨益者：県農業開発計画（DADP）計画・実施作業部会 14 名  
          首相府地方自治庁セクター調整局農業セクター係職員 3 名 
          州農業局職員 84 名（21 州） 
          県農業局職員 毎年 4 県程度 のべ 120 名程度 
  イ．間接裨益者：全国県農業局職員 1,320 名 
 

３．協力の必要性・位置付け 

(1) 現状及び問題点 
 タンザニア連合共和国（以下「タンザニア」と記す）の国家開発において、GDP の 4 割以

上を占め、かつ人口の 3 分の 2 の生計を支えている農業の発展は大変重要である。タンザニ

ア政府と開発パートナーは、2001 年に策定された農業開発戦略に基づいて、農業セクターの

生産性及び収益性の向上に向けた環境整備、農家収入の向上による農村地域の貧困削減及び

世帯レベルの食糧安全保障の強化を具現化するための枠組みとして、タンザニア政府と開発

パートナー共同のプログラム「農業セクター開発プログラム（ASDP）」を策定し、資金バス

ケットを創設したうえで 2006 年 7 月より実施段階に移行している。ASDP では、政府が推進

している地方分権化政策に沿い、予算の 75％を地方自治体に配布するなど、自治体の裁量権

を確保した枠組みとなっていることが特徴である。 
 地方自治体（県）において、ASDP 資金を執行するためには、県農業開発計画（DADP）の

策定が義務付けられており、DADP をベースに、事業計画、予算要求、執行調整、及び進捗

監理がなされることが期待されている。かかる目的に DADP を用いるためには、各個別案件
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計画の内容や予算計画の良否のみならず、それら案件と ASDP など上位政策及び下位行政レ

ベルの計画との戦略的整合性が確保される必要がある。しかしながら、現在各地方自治体が

策定する計画は戦略性のみならず、記載漏れや事業選定理由の説明が不足している等、文書

としても質の低いものであり、中央政府の要求を満たすレベルには至っていない。ASDP 実

施枠組みにおいて DADP の質向上に取り組むことを目的として、省横断的に DADP 計画・実

施作業部会（DADP Planning and Implementation Thematic Working Group：DADP P&I TWG）が

立ち上げられており、DADP 策定ガイドラインの制定、地方自治体への技術支援などの活動

を開始している。DADP P&I TWG が中心となり、DADP 作成時期の前に、県農業局職員を対

象として、DADP 作成に関する研修を実施しているが、実際に提出された DADP から良い例、

改善が必要な例等を抽出して研修に組み込む等、実践的で分かりやすい研修とする必要があ

る。持続的に農業開発予算が確保されるためには、DADP の文書としての質と戦略性の向上

が強く求められている。 
また、各県は、DADP で計画された事業の進捗を「DADP 事業進捗報告書」により四半期

毎に報告する義務を負っている。DADP 事業進捗報告書は、予算の執行状況をモニタリング

し、事業の進捗を記すものであり、各県から州をとおして首相府地方自治庁セクター調整局

へ提出され、首相府地方自治庁セクター調整局により取りまとめられる。現状では、その内

容が不十分であり、提出も遅れがちであることが指摘されているが、それをフォローする役

割を持つ首相府地方自治庁においては組織基盤の弱さ、人員の不足という問題に直面してい

る。中央政府及びバスケット資金の出資者である開発パートナーへの説明責任を担保するこ

とは重要であり、DADP 事業進捗報告書の質的向上が求められている。 
 しかしながら、中央政府機関が全国 132 ある地方自治体を直接技術的に支援することは現

実的ではなく、国と県の中間に位置する州が地方自治体を技術支援していくことが期待され

ている。その一方で、州が地方自治体の DADP 策定や DADP 事業進捗報告書作成に関する支

援を行うための制度は政策的には合意されているものの、具体的な枠組みとはなっておらず、

技術面、資金面も不足していることから、州の機能の明確化と強化が強く望まれている。ま

た、各県から提出される DADP 事業進捗報告は首相府地方自治庁セクター調整局により取り

まとめられているが、地方自治体の開発計画策定･事業進捗報告作成支援というプロセスがタ

ンザニア政府にとり初めての経験であることに加えて、特に首相府地方自治庁においては組

織基盤の弱さ、人員の不足という問題に直面している。首相府地方自治庁セクター調整局と

DADP P&I TWG は、将来的に県に対する技術的支援権能を州に移管する方針を出している

が、州においても経験不足・人員不足などの問題を有しているため、短･中期的には三者の協

働体制により地方自治体を支援する体制を構築することが現実的である。 
 

(2) 相手国政府国家政策上の位置付け 
 タンザニアの国家開発戦略である「成長及び貧困削減のための国家戦略（National Strategy 
for Growth and Reduction of Poverty：NSGRP）」では、農業開発は成長の牽引役として位置づ

けられており、その実施枠組は ASDP とされている。前述のとおり、ASDP 資金の 75％が

DADP 実施に充てられるため、DADP の計画・実施・モニタリングを支援し、効率的・効果

的な ASDP 実施に寄与することをめざす本案件は、タンザニアの開発戦略と整合している。

また、ASDP の年間レビューや、財務省の作成する予算ガイドライン（2008/09 年）において
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も DADP の質の向上は重要なイシューとして取り上げられており、数ある政策課題の中でも

特に重要なものとして政府内で捉えられている。 
 

(3) わが国援助政策との関連、JICA 国別事業実施計画上の位置付け（プログラムにおける位

置付け） 
わが国の対タンザニア国別援助計画は、経済成長及び貧困削減の両者を目的とする農業・

農村開発を重点分野と定めると同時に、セクター別開発戦略を効果的且つ持続的に実施する

ための行財政能力強化も重点分野として規定しており、本案件はこれら 2 重点分野の方針に

沿うものである。JICA は、「地方開発セクタープログラム策定支援調査フェーズ 1 及び 2（2001
年 3 月～2005 年 3 月、2005 年 11 月～2009 年 1 月）」を通じて主に中央政府を対象として ASDP
の策定及び実施体制強化を支援してきたが、ASDP プロセスが進捗するに伴い、今後は ASDP
の事業進捗を監理するための支援（ASDP 事業実施監理能力強化計画：2008 年 3 月～2011 年

3 月）と地方自治体レベルでの DADP の計画・実施・モニタリングのプロセス強化に協力の

焦点を移すこととし、本案件はそこに位置付けられる。わが国政府は貧困削減戦略支援無償

資金協力により ASDP のバスケット資金に資金を投入しており、ASDP バスケット資金の

75％が配分される県農業開発計画の策定から実施、進捗管理等の全般を対象として、政策的

な重要性、下位行政レベルのニーズに照らし合わせつつ、戦略的に案件の選別を行い、計画

文書に落とし込んでいくとともに、実施の進捗管理と報告が的確に成される体制を整備する

ことをとおして、無償資金協力の効果を高めることも期待される。 
その他に、農民間普及を用いて灌漑稲作技術をタンザニア全土に普及することをめざした

「灌漑農業技術普及支援体制強化計画（2007 年 6 月～2012 年 6 月）」、県レベルにおける灌漑

事業計画・実施・運営管理能力の向上を目的とした「県農業開発プログラム（DADP）灌漑

事業ガイドライン策定・訓練計画（2007 年 2 月～2010 年 1 月）」を実施している。前者は普

及に伴う研修予算を、対象となる灌漑地区を有する県が DADP 予算にて支弁することを想定

し、後者は各県が DADP に灌漑施設の整備や改修を盛り込む際に活用されるガイドラインを

整備することを目的としており、共にDADP の円滑な計画策定と実施に密接に関係している。

 

４．協力の枠組み 

 地方自治体（県）における DADP の質及び実施モニタリング体制を改善すべく、県に対する

技術支援を行う体制を中央政府レベル（農業関係省庁、州）において確立することを目的とし

て本協力を実施する。DADP の年間スケジュールでは、1～3 月に各県において DADP が作成さ

れ、審査の過程で DADP の質的評価がなされ、それを加味して 4～5 月に ASDP 予算承認を受

け、7 月の新年度から予算が執行される（予算が実際に県へ配賦されるのは 9 月頃とされてい

る）。そして、各県は四半期毎に DADP で計画された事業の進捗状況を報告することとなって

いる。本協力では、2009 年の DADP の質的評価プロセスから協力することにより、協力前のベ

ースラインを定め、その後の協力方針及び活動計画をより具体的なものにする。これまで DADP 
P&I TWG と首相府地方自治庁が中心となり県農業局職員に対して DADP 策定時期の前に行っ

ていた研修内容を改善したうえで、このプロジェクトでは州農業局職員に対して研修指導者研

修を実施することにより、県農業局職員の DADP 策定にかかる知識を向上し、DADP 策定にか



 iv

かる中央政府（州政府含む）の支援体制を強化する。また、DADP 事業進捗報告書の書式と取

りまとめプロセスを改善し、DADP 事業進捗報告書の内容を充実させるとともに、取りまとめ

プロセスにおいて的確な分析を加えることにより、DADP の実施モニタリング向上をめざす。

協力の中で決定される基準に基づいていくつかの州・県を選定し、上記活動にかかる州農業局

の地方自治体に対する支援活動に関して支援（OJT）を行い、その結果をフィードバックして、

DADP 策定・モニタリングプロセスの改善をめざす。 
 本協力は、DADP の質向上及び実施モニタリング体制の改善とともに、これら支援を通じて

ASDP の実施体制強化（ASDP のプロセス支援）に貢献することが期待され、加えて本協力の

成果が ASDP の枠組みの中で制度化され、全土に適用されることが期待される。 
 
〔主な項目〕 

(1) 協力の目標（アウトカム） 
ア．協力終了時の達成目標（プロジェクト目標） 

DADP 計画・実施作業部会、首相府地方自治庁、及び州政府が地方自治体を支援するこ

とを通じて、DADP の計画策定と実施モニタリングが改善される。 
＜指標＞ 

・DADP の質的評価において、低い評価（Poor）となる地方自治体の数が減少する。 
・質の高い DADP 進捗報告書が作成され、提出される。 

 
イ．協力終了後に達成が期待される目標（上位目標） 

   地方自治体が、効果的に DADP を策定し、実施する。 
  ＜指標＞ 

・ASDP 合同評価において政府及び ASDP を支援する開発パートナーが DADP の質の改

善を認識する。 
・ASDP において、DADP 関連指標が改善する。 

  
(2) 成果（アウトプット）と活動 

成果１：DADP の計画策定に関する支援活動が強化される。 
  ＜指標＞ 

地方自治体が DADP 策定に関する適切な支援を中央政府機関から受ける。 
＜活動＞ 

1.1．DADP P&I TWG の業務内容・権限と活動計画を見直す。 
1.2．DADP 策定ガイドラインを見直し、必要があれば改訂する。 
1.3．県農業局職員等を対象とした、DADP 作成に関する研修教材及びマニュアルを改訂

する。 
1.4．州農業局職員等を対象とした、TOT（Training of Trainers）を実施する。 
1.5．州農業局職員が地方自治体の DADP 策定に関して、能力強化活動を支援する。 
1.6．州農業局職員等が実施する DADP 質的評価を支援する。 
1.7．選定された州･地方自治体に対して、DADP 策定プロセスをモニタリングする。 
1.8．上記モニタリング結果に基づき、DADP 策定能力の強化、策定プロセス改善に必要
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な作業を行う。 
 
成果２：DADP の実施モニタリングに関する支援活動が強化される。 
＜指標＞ 

州において DADP 事業進捗報告が適時に取りまとめられる。 
＜活動＞ 

2.1．DADP 事業進捗報告書式の改善案を提案する。 
2.2．DADP 事業進捗報告書の取りまとめプロセスを見直し、必要な改善を行う。 
2.3．DADP 事業進捗報告書からの教訓を地方自治体へフィードバックする方法を改善

する。 
2.4．選定された州･地方自治体において DADP の実施プロセスをモニタリングする。 
2.5．上記モニタリング結果に基づき、DADP 実施モニタリング改善に必要な作業を行

う。 
 

(3) 投入（インプット） 
ア．日本側（総額 2.3 億円） 

１）専門家派遣（合計 61.5M/M 程度） 
チーフアドバイザー／農村開発計画、業務調整、計画・モニタリング 

２）機材供与：プロジェクト活動に必要な機材（研修用機材、事務機器等） 
３）研修員受入れ：本邦研修 
４）在外事業強化費 
５）調査団派遣：中間評価調査、終了時評価調査 

 
イ．タンザニア側 

１）カウンターパートの配置、事務スペースの提供 
２）カウンターパートの活動経費 

 
(4) 外部要因（満たされるべき外部条件） 

ア．成果達成に必要な外部条件 
州の機能強化に関する政策に変更が加えられず、地方自治体へ技術支援を行うために

必要な人的・資金的・物的資源が確保される 
 

イ．上位目標達成に必要な外部条件 
DADP 実施に必要な資金が確保される 

 

５．評価 5 項目による評価結果 

(1) 妥当性 
次の理由により本協力の妥当性は高い。 
タンザニアの国家開発戦略である「成長及び貧困削減のための国家戦略」において、農業
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セクターは経済成長のけん引役とされており、農業セクターの開発戦略を実施する枠組みと

して ASDP が位置づけられている。ASDP においては、その資金の 75％が DADP 実施に配分

されることから、DADP の計画立案及びその実施・進捗モニタリングを支援する本協力はタ

ンザニアの国家開発戦略と高い整合性を有している。 
 わが国は ASDP に対して、その立ち上げ時点より積極的支援を表明しており、対タンザニ

ア援助方針とも整合している。 
 また、タンザニアにおいて進められている地方分権化政策では各地方自治体に対し開発機

会の公平性を確保する方針であり、セミナー・研修などの能力強化活動を、全国を対象とし

て実施する本協力のアプローチは適切な手段と判断できる。 
 

(2) 有効性 
  次の理由により、本協力の有効性は高く、プロジェクト目標を達成する見込みである。 

 DADP の質的向上に関し、132 ある地方自治体に対して中央政府機関が直接支援を継続す

ることは現実的でないため、現行政策方針に沿って州が地方自治体への支援を実施するべく

能力を強化することを目標としている。3 年の協力期間において、計画－実施－報告のサイ

クルは 3 回施行されることから、順次中央政府の権能を州に移管することが期待できる。ま

た、プロジェクト目標指標のモニタリングは、ASDP の既存のモニタリングやレビュープロ

セスで毎年採集される指標を通して行うことができ、必要に応じて活動計画を修正すること

が可能である。 
 

(3) 効率性 
  次の理由により、本協力では効率性の高い投入計画となることが期待できる。 

 本技術協力では、行政の中央から地方への知識･技術の伝播を促すものとなっている。JICA
専門家は、DADP P&I TWG が DADP のガイドライン、トレーニング教材、マニュアルを改

善するうえでの支援に注力し、改善された教材を用いて、DADP P&I TWG の監督下にあるナ

ショナルファシリテーターが州政府の職員にトレーナー研修を行い、同職員が県に対して研

修･アドバイス機能を果たせるようにするカスケード方式を採用する。そのため、日本側投入

を協力効果の高い部分に集中的に投入することができる。さらに、DADP 策定時期である 2009
年 2 月から本協力を開始することにより、3 月までに行われる DADP の質的評価を通して本

案件のベースラインを見極めることができ、その後の活動計画を効率的に進めることが期待

される。 
 本案件は案件設計時点から、タンザニア政府のみならず、他の援助機関と議論しながら計

画しており、他の援助機関の投入と重複することはなく、むしろ、ASDP バスケット資金の

効果的・効率的な執行に資するものとして期待されている。 
 

(4) インパクト 
  次の理由により、上位目標が達成される見込みである。 

 中央政府機関が地方自治体に対して適切な技術支援を実施する（プロジェクト目標）こと

により、ASDP バスケット資金が十分に確保されれば、地方自治体の DADP の計画立案･実施

能力が向上することが期待される。現時点では、わが国を含めて 5 つの援助機関が ASDP 現
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フェーズ（2013 年まで）への支援継続を表明しているため、上位目標は達成されるものと期

待できる。 
  上位目標の達成以外に想定されるインパクトは次のとおりである。 

・ 農業開発の進展により貧困が削減され、農民の生活が向上する。 
・ 農業政策が DADP に反映されることにより、公共及び民間の農業サービスを提供する

組織の能力が強化される。 
 

(5) 自立発展性 
  次の理由により本協力の自立発展性は中程度と判断される。 

 ASDP の中期的目標は国家開発計画である NSGRP と整合しており、政策的な自立発展性は

高いものと考えられる。他方、財政的自立発展性は ASDP バスケット資金が確保されるかに

拠るが、現行ASDPが継続される間は資金が枯渇する可能性は低いと推測される。他方、DADP
の質を継続的に向上させるためには、それに対するインセンティブシステムがタンザニアの

行政システムに組み込まれる必要がある。タンザニア政府内でかかるインセンティブシステ

ムに関して議論されているものの、他のセクターの地方交付金システムとの調整等、多くの

省庁との調整が必要になることから、かかる制度が短･中期的に導入されるとは考えにくく、

地方自治体職員にDADP の質の向上に対してどのように意識付けを行うかが今後の課題とな

る。 
 

６．貧困・ジェンダー・環境等への配慮 

 本協力は、貧困･ジェンダー・環境に対して負の影響を与えることは想定されない。 
 

７．過去の類似案件からの教訓の活用 

「タンザニア連合共和国地方セクター開発プログラム策定支援調査フェーズ 1 及び 2（2001
年 3 月～2005 年 3 月、2005 年 11 月～2009 年 1 月）」から得られた以下の教訓を本協力で活用

する。 
上記案件では、ASDP の立ち上げ支援から実施枠組み整備支援までを行ってきた。セクター

ワイドアプローチを採る ASDP では、タンザニア政府、他ドナー等の多様なステークホルダー

が協議を行いつつタンザニアの状況に合わせて枠組みを形成・修正するプロセスが常に存在し

ている。上記案件では、その形成・修正をタンザニア側が具現化する際に必要とされる支援を

行うことにより能力強化を図ってきた。本案件についても、州の地方自治体に対する技術支援

体制を整備するという方針の下で支援を行うが、常に ASDP 実施枠組みにかかる政策や関連省

庁及び関連ドナーの動向を見据えつつ、必要に応じて柔軟に州の能力強化にかかる活動計画を

見直していくことにより、効果的な協力を行うことをめざす。 
 

８．今後の評価計画 

 中間評価：2010 年 10 月頃   
 終了時評価：2011 年 10 月頃   
 事後評価：2015 年度     
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第１章 調査の概要 
 
１． 調査の背景 

GDP の 25.8％1を占め、かつ総人口の 70％程度が従事している農業の開発は、国家開発計画

である NSGRP の実現を図るうえで重要である。タンザニア連合共和国政府（以下、「タンザニ

ア」と記す）と開発パートナーは農業開発計画（ASDP）を策定し、実施に向けて尽力してき

た。ASDP の実施においては、その予算の 75％が支弁される県農業開発計画（DADP）の策定

及び実施に関する地方自治体の能力強化が重視されるようになっている。 
DADP の実施にあたっては、政府が円滑な計画策定と効果的な実施のためガイドラインの整

備、県農業担当者に対する研修の実施が行ってきた。 
中央政府による県への技術的支援は、セクター関係 5 省庁（農業・食糧保障・協同組合省、

畜産開発・水産省、水・灌漑省、産業・貿易・マーケティング省、首相府地方自治庁）関係者

とドナーから成る「DADP 計画・実施作業部会」によるガイドラインの整備・改訂並びに研修

実施、PMO-RALG の「農業セクターユニット」における各県で策定した DADP 及び実施状況

報告書の取りまとめとこれらに対する県への技術的支援がある。さらに 2008/09 年度より、政

府は新たに現在中央政府が行っている県への支援機能を「州」に対して移譲の方針を決めてい

る。 
しかしながら、「DADP 計画・実施作業部会」、「農業セクターユニット」及び「州」の 3 機関

間の分業などの調整は進んでいないため、県への支援を担うことが期待されている州への具体

的な委譲内容の明確化や、その実施能力・体制の整備も十分とは言えないため、結果として県

の DADP の策定と実施に関する能力が強化されていないのが現状である。 
かかる背景のもと、タンザニア政府は、「よりよい県農業開発計画作りと事業実施体制作り

支援プロジェクト」にかかる技術協力を日本政府に要請し、今般事前評価調査団の派遣に至っ

た。 
 
２． 現地調査の概要 

２－１ 現地調査派遣の目的 
・案件の立ち上げをめざして、現地関連機関との調整及び情報収集を行うと共に、協力の構

想について先方と確認する。 
・本協力の要請の背景及び上位計画との整合性を確認すると共に、開発協調に留意しつつ、

協力実施体制について関係者と協議し、合意のうえ、基本計画を策定する。 
・プロジェクト実施の妥当性を検討するため、プロジェクトの事前評価を行うための基本情

報を収集する。 
 

２－２ 現地調査期間 
2008 年 8 月 31 日（日）～9 月 9 日（火） [現地滞在] 
 

                                                        
1 出典：Ministry of Finance and Economic affair, ” The Economic Survey 2007” ただし、1990 年の価格基準では 40％以上となる。 
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２－３ 現地調査スケジュール 

  日程 曜日 活 動 

1 8 月 31 日 日 ダルエスサラーム到着 
8：00 JICA タンザニア事務所 
9：00～12：00 打合せ 

2 9 月 1 日 月 14：00 農業・食糧保障・協同組合省（リモ次官、アチャヨ政策計画局

長） 
14：30～DADP 計画実施作業部会 

8：30 水・灌漑省 （フタカンバ灌漑技術サービス局長） 

3 9 月 2 日 火 14：00 畜産開発・水産省（ジョセフ政策計画局長） 
17：00 産業・貿易・マーケティング省 

4 9 月 3 日 水 打合せ 
  ドドマ、キリマンジャロ 

5 9 月 4 日 木 

6 9 月 5 日 金 

首相府地方自治庁 
ドドマ州 
チャムィロ県庁 
コングワ県庁 

キリマンジャロ農業技術者訓

練センター 
キリマンジャロ州 
モシ県庁 

7 9 月 6 日 土   ダルエスサラーム 
8 9 月 7 日 日  

10：00 タンザニア政府関係機関、開発パートナーとの会議 
9 9 月 8 日 月 

14：30 日本大使館 
10：00 農業食糧保障協同組合省、地方自治庁とのミニッツへの署名 

10 9 月 9 日 火 JICA タンザニア事務所 
ダルエスサラーム出発 

 
２－４ 調査団の構成 

担 当 氏 名 所 属 

団長/総括 星 弘文 JICA 農村開発部乾燥畑作地帯第一課長 

農業行政 柏原 学 農林水産省農村振興局整備部設計課海外土地

改良技術室課長補佐 

農業セクター

プログラム 
天目石 慎二郎 JICA タンザニア事務所企画調査員 

評価分析 森 真一 有限会社アイエムジー 

協力企画 小林 知樹 JICA 評価室準備室事業評価第一課 

 
２－５ 調査の結果 
 事前調査を通じて、DADP の計画・実施進捗に関する現状･課題を把握した（第 2 章）うえで、

協力内容（案）を相手国政府関係機関と合意した（第 3 章）。また、協力内容（案）に基づき、

事前評価を行い（第 4 章）、その結果として実施における留意点（第 5 章）を導き出した。 
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第２章 案件をめぐる状況 
 
１． タンザニア農業開発の現状と問題点 

１－１ タンザニア農業の現状 
タンザニア農業は約 7 割の国民が従事する基幹産業であり、現在も地方を中心に多くの貧困

層が農業を営んでいる。タンザニアの農業形態は、粗放的な自給自足型農業（Subsistence 
Agriculture）が中心であり、地域により降水量、気温、土壌条件等農業環境が大きく異なり、

各地で多様な作物が生産されている。タンザニアでは、国土の約半分（約 44 万 km2）が耕作適

地とされているものの、農地は小雨期が 1.5 万 km2、大雨期が 5.7 万 km2にとどまり、近年は農

地の拡大は見られない。主要穀物は、トウモロコシ、米、ソルガム、ミレット、小麦、豆類で

あり、その他キャッサバ、バナナの生産も多い。しかし、灌漑の未整備、農業機械の導入の遅

れ、農薬、肥料、優良種子等の農業資材の限定的な投入等から現在も農業生産性は極めて低く、

食糧作物の生産性は 1.79/ha（コメは 1.89t/ha）に留まっている。特に灌漑面積は全農地の 3％
程度にとどまり、灌漑地の多くでは雨期の補給灌漑を行っているに過ぎず、多くの農民は現在

も天水依存型の農業を営んでいる。 
また、広い国土を有し 1 農家当たりの土地所有面積は比較的大きい（1.61ha）こともあり、

国全体として食糧自給率は 100％を超えている（2005 年度:103％、2006 年度:109％）が、天水

依存型農業ゆえに天候の影響に対して鋭敏に反応し、年ごとの農業生産量の変動や、地域間の

生産量の格差が大きい。さらに、輸送インフラや市場の未整備などが重なり、タンザニアの国

平均として食糧自給を達成した年でも食糧不足の地域が発生している。 
タンザニア政府が開発パートナー（Development Partners：DPs）の支援を受けて実施してい

る「成長と貧困削減のための国家戦略」（NSGRP）では、経済成長と所得貧困の削減、さらに

は生活の質の向上をめざし、そのためには農業セクターの発展が不可欠と位置づけ、NSGRP
では農業成長率を 2010 年に 10％に上げることを目標としている。しかし、2006 年の農業セク

ターの年平均成長率は 4.1％、2007 年は 4.4％にとどまっており、NSGRP の目標達成のめどは

立っていない。近年タンザニアの経済成長率は年平均７％前後で推移していることから、GDP
に占める農業の比率は低下傾向にある。これを受け、一部政府関係者では、農業成長率目標を

7％に下方修正すべきとの議論もなされるなど悲観論も生じつつある。 
 

１－２ タンザニア農業セクターへの支援 
１－２－１ 農業セクター開発戦略（ASDS3）と農業セクター開発プログラム（ASDP4） 

タンザニアは最も開発協調が進んだ国の 1 つであり、農業セクターにおいてもセクタープ

ログラムが導入され、政府及び DPs が 1 つの計画のもと、調和的に開発介入を実践していく

ことが望ましい姿5とされている。タンザニア政府は、2001 年に DPs の支援を受けて農業セ

クター開発戦略（Agricaltural Sector Development Strategy：ASDS）を策定した。ASDS では、

農業セクターの成長と農村地域の貧困削減を掲げており、具体的には、a）農業セクターの生

                                                        
2 出典：National Bureau of Statistics “Tanzania in Figure 2006” 
3 詳細は、http://www.tzonline.org/pdf/agriculturalsectordevelopmentstrategy.pdf などを参照。 
4 詳細は、http://www.asdp.go.tz/ などを参照。 
5 タンザニアにおける開発協調のあり方については、http://www.mof.go.tz/mofdocs/news/jast.pdf などに詳しい。 
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産性及び収益性向上に向けた環境づくり、b）農家収入の向上による農村地域の貧困削減及

び世帯レベルの食糧安全保障の強化、をめざしている。また、2025 年時における農業の近代

化（Modernization）、商業化（Commercialization）、高生産性及び収益性（High Productivity and 
Profitability）、持続的な自然資源の活用（Utilization of Natural Resources in Sustainable Manner）
を掲げている。加えて、自給自足的農業（Subsistence）からマーケット重視の農業（Profit-making, 
Commercial-based）への転換を進めるため、農業開発における民間の活用（民間セクター開

発）を推進している。 
ASDS を具現化するための実施枠組みとして、2003 年にタンザニア政府は DPs の支援を受

けて「農業セクター開発プログラム（ASDP）」を策定した。その後、2006 年 6 月にタンザニ

ア農業セクターリード省庁（Agricultural Sector Lead Ministries：ASLMs）及び DPs との間で

ASDP バスケットにかかる覚書（Memorandum of Understanding：MoU）が作成・署名され、

2006 年 7 月より ASDP は実施段階に移行した。ASDP は本来 15 年間にわたる開発計画であ

るが、現在実施しているのは初期 7 年間のプログラムである。ASDP では、政府が推進して

いる地方分権化の流れに沿い、予算の 75％を地方レベルに配賦するなど地方での事業実施に

重点を置いているのが特徴である。また、かつて6タンザニア政府は、ドナーごとに地域（州）

を割り振り、協力を進めていく戦略を取ってきたが（日本はキリマンジャロ州を支援）、州

による援助量の違い及び地域間格差の助長が問題となったこともあり、ASDP では本土全て

を対象7としている。 
ASDP は、農業セクターの生産性・収益性向上及び食糧安全保障の強化をめざし、a）県ま

たは現場レベルの農業セクター支援・事業実施、b）国家レベルにける農業セクター支援、c）
分野横断的課題、の 3 つのサブプログラムにより構成されている。各サブプログラムの詳細

は以下のとおりである。 
表 2－1 ASDP のサブプログラム概要 

サブプログラム 主要なコンポーネント 

投資及び事業実施農業生産及び農産加工 
（灌漑､畜産開発､作物生産保護､農業機械化､収穫後処理､農産加工）

＊サブプログラム A の 70～80％を占める 

政策、法規、組織の枠組み形成 
（政策・法規策定､県組織の強化､コミュニティエンパワーメント､

他） 

研究、農業サービス、研修 
（顧客重視の研究､農業サービス､農民研修、研修者向け研修） 

民間セクター開発､マーケティング､農村金融 
（民間セクター開発､マーケット開発・インフラ整備､生産者組織､農

村金融､農産加工） 

a）県及び現場レベルの

農業セクター支援・実

施 
（県農業開発計画/県開

発計画を通じて） 
ASDP 予算の 75％を 
占める 

分野横断的課題（農業と他セクターとの連携） 
（HIV/AIDS､ジェンダー､環境､他） 

                                                        
6 1970 年代に開始された本政策は、1980 年代後半以降明示されなくなったが、各 DPS が担当地域の支援を(例えば、Area-Based 

Programme などを通じて)継続する傾向があったため、開発資源の地域間格差を生む原因となったと考えられている。 
7 すなわち、ザンジバル（ウングジャ、ペンバ）は対象としていない。 
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政策、法規、組織の枠組み形成 
（政策・法規策定､商業サブセクター開発､ASDP 運営管理） 

研究、農業サービス、研修 
（研究､家畜繁殖・種子増殖､普及/農業サービス､研修・普及） 

b）国家レベルの農業セ

クター支援 
ASDP 予算の 20％ 

民間セクター開発､マーケティング､農村金融 
（マーケティング､農村金融､民間セクター開発､農産加工） 

c）分野横断的課題 
ASDP 予算の 5％ 

（農村インフラ､エネルギー､サービス､地方行政改革､保健､ジェン

ダー､教育､環境､水） 

 
なお、タンザニアにおける開発予算及び ASDP のバスケットが運用開始後の ASDP バスケ

ットへの拠出状況は次のとおりである。 
 

表 2－2 タンザニアにおける開発予算及び農業セクターの割合 

（単位：billion Tanzania Shillings） 

 2005/2006 2006/2007 2007/2008 

開発予算（全体） 1152.8 1624.3 1811.0 

開発予算（農業セクター） 14.5 60.5 108.0 

 
表 2－3 ASDP バスケットへの拠出状況 

  （単位：US 百万ドル） 

 2006/2007 2007/2008 2008/2009 
（予定） 

世界銀行 8.05 26.69 18.11 

国際農業開発基金（IFAD） - 13.90 7.24 

アイルランド 1.53 3.96 6.00 

日本 0.75 0.78 3.03 

アフリカ開発銀行

（AfDB） 
- 12.01 20.87 

ヨーロッパ連合（EU） 9.38 N/A N/A 

合計 19.71 57.34 55.25 

 
１－２－２ ASDP 実施に関する中央政府レベルの関係者 

ASDP の実施体制は以下のとおりである。 
○タンザニア政府 
 タンザニア政府側で ASDP の実施・運営に携わるのは、以下の 5 省庁により構成される

ASLMs である。 
・農業・食糧安全保障・協同組合省（Ministry of Agriculture, Food Security and Cooperatives：

MAFC） 
・畜産開発・水産省 （Ministry of Livestock Development and Fiseries：MLDF） 
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＊旧畜産開発省。2008 年 2 月の省庁再編で水産省との合併により設立。 
・産業・貿易・マーケティング省（Ministry of Industry, Trade and Marketing：MITM） 
・水・灌漑省（Ministry of Water and Irrigation：MWI） 
・首相府地方自治庁（Prime Minister's Office-Regional Administration and Local Government：

PMO-RALG） 
○開発パートナー（DPs） 

現在 ASDP バスケットに拠出している DPs は、世界銀行（World Bank：WB）、国際農業開

発基金（International Fund for Agricultural Development：IFAD）、Irish Aid 及び日本（政府）の

4 機関＊8である。また、AfDB は、MoU に署名していないという意味で ASDP DPs ではない

もののASDP向け融資を実施しており、事実上ASDPバスケットDPsに近い位置づけにある。

バスケット DPs 以外の ASDP DPs は、資金協力スキームを有さない技術協力の実施機関であ

る JICA と国際連合食糧農業機関（Food and Agriculture Organization：FAO）の 2 機関である。 
現在 ASDP を支援する DPs の中には、ASDP に沿わない協力（地域限定型プロジェクト協

力）を実施している DPs もあるが、政府は DPs側に対して 2008 年までにすべての支援を ASDP
に整合（Alignment）させることを求めている。 

 
１－２－３ ASDP の中央政府レベルの実施体制9 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2－1 ASDP 実施体制 

 
 ASDP の実施体制は、プログラム策定後から年次レビューや、ASDP バスケットファンド

運営委員会での議論を経て、変遷している。 
 現時点での公式な枠組みは、2006 年 5 月 25 日付け政府計画文書10に記載されている体制で

あり、年次関係者会合（Annual Stakeholders Meeting）を頂点として、中心となる 5 つの組織

が記載されている（図 2－1 参照）。 
 
 

                                                        
8 当初 EU も拠出していたが、一般財政支援への移行を理由に 2007 年に ASDP バスケットから脱退した。 
9 “Support Program on Rural and Agricultural Sector Development Phase 2 in the United Republic of Tanzania  Progress Report III”, 

International Development Center of Japan からの引用抜粋 
10 ASDP Government Programme Document 25/05/06 

Annual Stakeholders 
Meeting 

ASDP Basket Fund 
Steering Committee 
(ASDP BFSC) 

Committee of ASLM 
Directors (CD) 

ASDP Secretariat Inter-Ministerial 
Coordination 
Committee (ICC) 
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年次関係者会合を除く 4 つの組織の構成、機能は次のとおりである。 

組織名 議長 構成 機能・権能 
省庁間調整委

員会（ICC） 
MAFC 次官 他の ASLM の各次官、並びに天

然資源観光省、土地・住宅・定

住推進省、及び副大統領府の各

次官 

ASDP における最高意思決定

機関であり、全権を担う。 局

長委員会との会合を四半期に

1 度持つ。 
ASDP バスケ

ットファンド

運 営 委 員 会

（BFSC） 

MAFC 次官 ICC の構成員、財務省及び計

画・経済・能力開発省の次官、

バスケットファンドへ拠出し

ている DPs 

ASDP バスケットファンドの

管理監督、四半期ごとの資金

支出に関する意思決定、ASDP
実施のモニタリング 等 

局 長 委 員 会

（CD） 
MAFC 政策

計画局長 
ASLM の各局局長 ASDP 実施の技術的側面を推

進・調整・監督する。 
ASDP 事務局

（Secretariat） 
 コーディネーター、モニタリング

評価（M&E）担当者、IEC 担当

者 

ICC の事務局機能を担う。各

局との調整、M&E、IEC 

 
１－２－４ ASDP 作業部会について 

2007 年 4 月に実施された合同実施レビュー（Joint Implementation Review：JIR）において、

ASDP における優先度の高い活動について国レベルでの調整能力、実施体制について強化す

るべく提言がなされた。これを受け、ASDP 活動の推進を目的に、以下の 6 つの作業部会が

設置されている。いずれの作業部会もメンバーは ASLMs を中心に構成されているが、各作

業部会には DPs 側も代表を決めて支援を行っている。各作業部会の詳細は以下のとおりであ

る。 

作業部会 主な目的 メンバー 支援 DPs 
a）農業サービス 

（普及・研究） 
ZARDI や LGA への農

業サービス､品質管理

のガイダンス 

ASFT、MAFC 研究研修

局、MLDF 研究・研修普

及局等 

I r i s h  A i d ､ W B ､

IFAD 

b）県農業開発計画

（DADP）計画・実施 
DADP の質の向上 ASLMs 各省より構成 JICA（RADAG11）､

WB､IFAD 
c）灌漑 灌漑開発の推進 MWI 灌漑・技術サービス

局中心 
FAO､JICA､WB 

d）モニタリング・評

価（M＆E） 
ASDP M&E フレーム

ワークの最終化及びそ

の運用 

ASLMs 各省の M&E 担当

セクション 
JICA（RADAG）､

FAO､Irish Aid、WB

e）マーケティング・ 
民間セクター開発 

マーケティングと民間

セクター開発のガイダ

ンス 

MITM 産品流通局中心 USAID､DFID､ 
E U ､ FA O ､ I FA D ､

DANIDA 
f）食糧安全保障 食糧安全保障の強化・

推進 
MAFC 食糧安全保障局中

心 
WFP､FAO､ 
FEWSNET 

                                                        
11 RADAG：Rural and Agriculture Development Advisory Group は、2001 年来、JICA がセクター開発調査スキームを活用し、雇

用したコンサルタントチームである。 
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日本が DPs 代表として支援しているのは、b）DADP 計画・実施作業部会、d）モニタリン

グ・評価作業部会の２つである。両作業部会とも他の DPs も名を連ねているものの実際の支

援は形骸化しており、実質的な支援を行っているのは JICA のみである。 
 

１－２－５ 中央地方関係12 
タンザニアにおいて、行政区分は、国レベルから、州（Region）、県（District）、Division、

郡（Ward）、村（Village）/Mtaa、Kitongoji へと細分化される。中央政府の機関は、国、州、

県、Division の 4 レベルに存在するほか、省庁の出先機関が国と州 の中間に位置するゾー

ンレベルに設置されているセクターもある。他方、地方自治体は県、郡、村/Mtaa、Kitongoji 
の 4 レベルに設置され、県レベルと村レベルには地方議会が併せて設置されている。都市部

において村と同じレベルに設置されている Mtaa には、行政官の配置もなされているが、

Kitongoji と並んで住民自治組織としての性格が強い組織である。 
以前は住民に対する行政サービスの重要な役割を担っていた州行政府（Regional 

Secretariat：RS）は、2000 年に地方行政改革プログラム（Local Government Reform Programme：
LGRP）が開始された以降、その役割は大幅に縮小され、地方自治体である県が行政サービ

ス運営を行う際の技術支援 や、モニタリング、開発計画へのコメント・調整、などに、そ

の権限が限定されている。また、この業務を有効に行うための十分な人員が配置されておら

ず、専門家が不足し、ポストの欠員も多いのが現状である。 
県レベルにでは、中央政府の出先機関としての県事務所（District Secretariat）と、地方自

治体である県議会（District Council）とそれに付随する役所が並存している。県事務所には技

術職も配置されていないため行政サービスへの影響力は極度に限定されており、地方自治体

が県レベルより下位の行政について主導的な役割を担っている。県議会の事務局として、地

方自治体の行政機構が規定されており、その長である議会事務局長は同時に地方自治体行政

の長でもあり、この下に、各セクター担当部署（局）が設置されている。事務局長は大統領

による任命、局長クラスは地方自治庁による任命、その他は地方議会のもとに設立される雇

用委員会（Employment Board）による任命である。 
県の下位行政区にあたる郡には、議会はなく、行政的役割を果たす郡開発委員会（WDC）

が設置されている。郡開発委員会（Ward Development Committee：WDC）は、参加型の開発

計画作成をとりまとめたり、郡内の村の活動・計画を調整したりする役割を果たしている。

郡から選出された地方議員、域内の各村長などから構成されるほか、農業普及、教育、保健

などの分野で技官が配置されており、WDC において技術知見に基づく調整を図るとともに、

日常的な監理・指導業務を担っている。 
村も、県と並んで、議会のある行政区である。タンザニアにおいては、ウジャマー村政策

の時代に農村開発の中心として行政村が整備・機能強化された経緯があるので、自然村と行

政村（Village）の認識の差はあまりない。村レベルにおいては技官の配置はきわめて限定的

である。Kitongoji は Village を補助する行政単位であるが、行政官の配置はなされておらず、

住民自治体としてとらえるほうが理解しやすい。 
 タンザニアにおいては 1990 年代後半以降現在の地方分権化13の潮流が起こっており、政策

                                                        
12 本節の記載は多くを、「アフリカにおける地方分権化とサービスデリバリー」国際協力総合研修所(2007)から引用・抜粋した。 
13 独立以降 3 度目の地方分権化潮流といわれている。 
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上は住民･コミュニティレベルまで行財政にかかる分権（Decentralisation by Devolution：D by 
D）をめざしているが、他方、各レベルのキャパシティ、意識改革、意思統一、組織改革の

速度が理想には追いつかず、そのため、中央と地方の関係は毎年修正が加えられつつ変化し

ている状況にある。 
 村レベルにまで権限を委譲する方策として、開発に向けた機会と障害（Opportunities and 
Obstacles to Development：O&OD）などの住民参加型開発計画策定手法の採用により、コミ

ュニティの意思を行政に反映させる枠組みを構築しようとしているが、行政の担い手である

技術者が末端まで配置できずに県へ権限委譲することが現時点での大きな目標となってい

る。その流れにおいて、それまで地方行政に多大な影響力を行使していた RS の権限を廃止

し、中央政府と県が直接交渉する枠組みを構築しようとしたが、130 以上の県を中央政府が

直接監理するのは現実的ではないことから、RS に地方自治体への助言・支援機能を構築すべ

きであるという認識が共有されるようになっている。州が地方自治体に対して強制力を有し

ているわけではなく、助言・支援に留まるところが、従前の体制とは異なる点である。 
現在の制度では、DADP や DADP 進捗報告書を含む、県が作成する予算・行動計画、実施

報告書はすべて、州における査読、品質管理を経たうえで、州レベルの計画･報告書として

取りまとめられ、地方自治庁等中央政府に提出されることになっている。しかしながら、地

方自治体にとってみると RS からの助言･支援をわざわざ得るメリットはない14と認識されて

おり、本制度の実効性が問われている段階である。 
行政の分権化については、前述のとおり、中央の出先機関であった RS から地方自治体で

ある県へ、多くの機能権能が順次委譲されており、農業技術の普及は地方自治体の機能とな

っている。具体的には郡及び村レベルに普及員が配置され、県及び村の農業開発計画に基づ

いて普及、農業振興事業を実施していくことになる。地方分権が始まる以前には、農業普及

員は中央政府の職員として地方に派遣されていたのが、以後は地方自治体の職員に身分が変

わった。以前は農産物販売協同組合などが準政府系団体であり、協力関係をつくりやすかっ

たものが、経済自由化のもとで多くの協同組合が壊滅的な組織弱体に陥り、農業普及の分野

でも民間組織とどのような協力関係を結ぶか、ということが問題になってきているのである。

これが農業普及の分野のあり方を複雑化している。 
財政については、県における予算計画は県議会において審議されるが、自己歳入に乏しい

ため、多くを中央政府からの交付金に依存している。従来は交付金の使途が限定的であった

ため、地方自治体の独自性を制限していたという反省から、現在では各地方自治体の大きさ、

人口、その他の指標からシーリングを計算・設定（Formula Based Approach）し、その範囲で

あれば使途の決定権限を地方自治体に委ねるという方式が採用されている。使途の自由度は、

交付金を管理する省により異なり、財務省、地方自治庁が管理する LGCDG のように地方自

治体のいずれの開発事業にも活用できるものもあれば、ASDP に基づく県農業開発交付金

（District Agricultural Development Grant：DADG）のように特定のセクターの開発事業に限定

して活用できるものもある。 
一般交付金のほかに、県が農業開発予算として活用できる交付金は、農業普及及び畜産開

発のための経常交付金、及び農業開発資金である。農業普及及び畜産開発のための経常交付

                                                        
14 保健セクターのように Referral System が継続していたセクターでは、比較的州と県の連絡調整体制が保持されている傾向が

ある。 
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金は、食糧保障と農業生産性向上に資する普及・開発活動を県が実施することを目的として、

その原資の 8 割を各県内の村の数に、1 割を各県の農村人口に、残り 1 割を各県の降水量

指数にそれぞれ比例して配分される。県は、受け取った資金の 8 割以上を、農民研修や畜産

開発支援に手当てする。残りの 2 割未満は、地方自治体の農業畜産開発局の管理費として使

用することができる。また、地方自治体の地勢、農業形態などの特殊事情により算定式によ

る交付金以上に資金を必要とする場合は、予算プロセス前にあらかじめ地方自治庁に申請し

て、承認が得られれば追加的予算配分を受けることができる。農業開発資金は、ASDP のた

めの特別会計（バスケットファンド）から支出される資金であり、県が作成する DADP の活

動実施にあてられる資金である。ASDP は地方自治体レベルで、① District における農業開

発、②普及、③農業に関する能力強化の 3 要素に対して資金手当てをしている。DADG、基

本交付金部分と成果達成に対するインセンティブとして支給される追加交付金から成り立

っている。① 県農業開発交付金（DADG）は、農業に関する公共投資、例えば環境への投資、

農道を含むインフラストラクチャー整備、小規模灌漑スキーム整備などに使用される資金で

ある。どの地方自治体も最低年間 3,000 万シリング程度を受け取ることができるが、DADP
の作成・実施の質に関する特定の条件を満たした地方自治体は年間 1 億 4,000 万～2 億 8,000 
万シリングの資金を享受することができる。また、成果達成度合いに応じて、交付金額に－

25 ～＋25 ％の補正が行われる。また、特に大規模な灌漑施設整備を推進するために、県灌

漑開発基金（District Irrigation Development Fund: DIDF）が設けられており、DADG を補完し

ている。②農業普及のための基金の使途は、農民がより強い決定権を持っている。農民がそ

のニーズに基づいて、公的普及機関や民間普及機関のサービスを受けるための資金である。

③農業に関する能力強化に関する交付金は、地方自治体が農業行政を実施するうえで必要な

能力、すなわち、農業開発計画作成や、農業投資プロジェクトの評価・レビュー、資源動員

の方法などに関する能力を強化・育成するための費用である。②と③は、経常経費的な性格

を強く持つことから、配分公式は DADG のそれではなく、前述経常交付金のものと同じもの

を使っている。 
 
２． 県農業開発計画作成・実施の現状と問題点 

２－１ DADP 計画・実施作業部会について 
 ASDP では、農業セクターの生産性及び収益性向上による農村地域の貧困削減及び食糧安全

保障の強化をめざしているが、県レベルの事業実施の羅針盤となる DADP の質的向上なくして

現場レベルの成果の発現は期待できない。しかしながら、現在各県が作成する DADP は戦略性

に乏しく、必ずしも質を伴っていないのが実状である。DADP の質の向上は、現在 ASDP が直

面している最も重要な課題の 1 つとされており、これまで政府、DPs 間の会合でも度々取り上

げられてきた。 
ASDP において DADP の質の向上に取り組んでいるのが DADP 計画・実施作業部会である。

同作業部会は ASDP 傘下にある６つの作業部会の 1 つであり、2007 年 4 月に設立された。DADP
計画・実施作業部会の目的15は以下のとおりである。 

・質の高い DADP の作成及び実施 

                                                        
15 DADP 計画・実施作業部会 TOR を引用 
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・DADP 作成における一貫性を担保するため他の作業部会との調整・連携 
・DADP 計画、実施のプロセスに農業開発イニシアティブを反映させるための技術的支援 
現在の DADP 計画・実施作業部会のメンバー構成は以下のとおりである。 

 役 職 氏 名 所 属 

1 議長 Dr. S. Bisanda WB/PADEP 

2 副議長 Ms. A. Ngoo MAFC 

3 事務局 Mr. S. Mpaki MAFC 

4 事務局 Ms. M. Silim MAFC 

5 メンバー（政府） Mr. C. Walwa WB/PADEP 

6   〃 Mr. D. Biswalo MAFC 

7   〃 Mr. J. Ngwira MAFC 

8   〃 Ms. Msengi MITM 

9   〃 Ms. A. Mumba PMO-RALG 

10   〃 未定 PMO-RALG 

11   〃 未定 MWI 

12   〃 Mr. L.S. Murungu MLDF 

13 メンバー（DPs） JICA/RADAG （2 名） JICA  

14   〃 Dr. Z. Semgalawe WB 

 
JICA は、開発調査「タンザニア地方開発セクタープログラム策定支援調査フェーズ 2」の調

査団員 2 名が作業部会に加わり、「JICA/RADAG」として活動の推進に向けて精力的に支援を行

っている。他方 WB は、自らのプロジェクトから 2 名のメンバーを出しているものの、DPs の
立場からは 1 名がメンバーとして加わり不定期に会合に参加しているに過ぎず、実質的な参画

はほとんど行っていない。なお、2008/09 年度より国際農業開発基金（IFAD）が DADP 計画・

実施作業部会への支援に加わることとなったが、現在のところまだ具体的な支援は行っていな

い。 
DADP 計画・実施作業部会では、定例会合を毎月１回行い進捗報告及び今後の活動計画につ

き議論することとなっている。また、必要に応じその都度会合を開催している。その他、随時

メールベースのやり取りを頻繁に行っている。今年度（2008/09 年度）DADP 計画・実施作業部

会では以下の活動の実施を計画している。 
・州の能力強化のためのニーズ調査 
・DADP ガイドラインの改訂 
・DADP 作成にかかる研修教材の作成 
・DADP の作成・実施にかかるナショナルファシリテーター16（National Facilitation Team：

NFT）への研修 
・州・県の新規スタッフへの研修 
・県ファシリテーションチーム（District Facilitation Team：DFT）、郡ファシリテーターチー

                                                        
16 ナショナルファシリテーターチームは、ASLMs により必要に応じ結成されるもので、DADP の作成・実施のみならず、実

施モニタリングをも担うこともある。メンバーは固定されておらず人数も毎回異なり非効率であるため、最近はメンバーを

固定化するべきであるとの議論が起こっている。 
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ム（Ward Facilitators Team：WFT）への技術支援 
・州による DADP 質的評価の支援17 

 
２－２ 現在の問題点 

DADP に関する現在の主要な問題点は以下のとおりである。 
２－２－１ DADP 自体に起因する問題点 

・DADP の質について 
DADP の作成に先立ち、まず村レベルにおいて村民参加による O&OD18プロセスを経て

村農業開発計画（Village Agricultural Development Plan：VADP）が作成され、その後郡レベ

ルで統合した後 DADP の策定へと進む。しかし、村及び郡レベルの活動を支援する郡レベ

ルの WFT、県レベルの DFT による技術支援体制が脆弱であることもあり、VADP の質は

必ずしも高くない。 
DADP は、本来は郡レベルの計画を更に統合し、中央レベルの方向性を加味した上で戦

略的な計画を作成することとされている。現在 DADP 計画・実施作業部会では、全県を対

象に DADP 文書の質的評価（計画策定能力、文書作成能力、予算計画等につき評価）を実

施しているが、全般的に DADP 文書には戦略性が欠けているだけでなく県による質の乖離

が大きいのが実状である。DADP 計画・実施作業部会では、質的評価の結果を各県にフィ

ードバックすることにより DADP の質の向上を図っているが、DADP の一層の質の向上が

喫緊の課題とされている。 
・ 地方における DADP の浸透の遅れ 

特に郡、村レベルにおいて DADP の必要性への理解が進んでいない。これは、DADP 予

算の制約（約 2,000～3,000 万円/県）により、郡及び村レベルにおいて計画を策定しても予

算配分を受けられない（DADP に反映されない）ケースが多いことによるものと考えられ

る。また、DADP が予算配分の根拠となるという制度自体がまだ十分知られておらず、一

層の浸透が今後も課題とされている。 
・ 実施モニタリングについて（レポートの質） 

各県ではモニタリングの一環として定期的19に DADP の実施状況をレポート形式で報告

することとなっているが、レポートの質が低くレポートの内容にもばらつきが大きい。ま

た、事業進捗管理ツールである地方自治体モニタリングデータベース（Local Government 
Monitoring Database：LGMD20）や PlanRep21を活用したデータ収集やレポーティングが弱い。

さらに、各県のレポートを PMO-RALG が取りまとめ統合報告書を作成することとなって

いるものの、必ずしも質が高くなく、フォーマット自体の見直しを含めて改善が必要な状

                                                        
17 2007/08 年度 DADP 計画・実施作業部会は、各県が作成した DADP 文書の質的評価（数値評価及びコメント）を行った。2008/09

年度以降は当該業務を州に移管する計画。 
18 タンザニア政府が主導する参加型コミュニティ開発計画策定の手法。PRA ツールを援用しつつ、タンザニア国家政策や予算

をベースにした機会(資源)分析を行う点、下位行政レベル開発計画を取りまとめて、上位行政レベルの開発計画を積み上げ

ている点が特徴。成果品である全セクターにまたがる開発計画であるから、農業・教育・保健などの、セクター別開発計画

を抽出することで、各現業省庁が求めるセクター計画に対応することが理想的であるとされている。 
19 現行の制度では、四半期に 1 度 
20 地方自治庁が導入した、県毎の開発状況をモニタリングするシステム。県レベルで基本的な行政データ(例えば、人口、就

学人口、食糧生産量など)を収集すると、州や国レベルでデータが取りまとめられる。 
21 財務省主導で導入された交付金の対象となった県の開発行為の計画及びその実施進捗をモニタリングするツール。活動と予

算のそれぞれに計画と実績を入力し、中央政府に報告できる。 
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況にある。 
・ 計画・実施に際して分野横断的課題への対応が弱い。 

計画作成にあたっては、個別の事業に対するニーズを反映しがちであり、環境やジェン

ダーといった分野横断的課題への取り組みが弱い傾向が見られる。 
 

２－２－２ DADP にかかる実施体制上の問題点 
・ DADP 計画・実施作業部会メンバーによる業務遂行体制 
 各メンバーはいずれも他に本来業務を有しており、DADP 計画・実施作業部会の業務は

「兼任」の扱いとなっている。この結果、業務多忙を理由に欠席するメンバーも見受けら

れる。また、本来業務とは関係なく政府が突然 ASDP 関係者を召集し一定期間拘束するケ

ースもあり（NF メンバーとしての召集、業務指示としてのワークショップ・研修への参

加等）、その間 DADP 計画・実施作業部会の活動が完全に止まる事態も度々発生している。

現状では、各作業部会メンバーが DADP 計画・実施作業部会の業務に必ずしも集中できる

環境にないことから、今後の円滑な活動の遂行には現行体制の見直し・改善が必要と考え

られる。 
・ DADP の計画策定・モニタリングにかかる関係機関間の役割の整理 

DADP の計画策定・モニタリングにかかる関係機関間の役割には十分整理されてない点

が見受けられる。例えば、DADP 計画・実施作業部会とは別に不定期に NF が形成される

が、NF は DADP 計画・実施作業部会と重複・類似する業務も一部行っているものの、NF
の業務内容（TOR）は定められておらず、双方の役割分担がはっきりしていない。現在 NF
の TOR を固める動きがあることから、その際に DADP 計画・実施作業部会との間で双方

の役割を整理する必要がある。 
また、進捗報告書のあり方について、今後 DADP 計画・実施作業部会とモニタリング・

評価作業部会の間で十分整理する必要がある。 
本件に関して、日本側より政府側に対して関係機関の間の役割の整理の必要性につき伝

えたものの、政府側は整理済みとしてその必要性につき理解が得られなかった。 
・ DADP の質の向上における州の役割範囲（州の脆弱な体制） 

現在タンザニア政府は、地方分権化の流れから州の役割を実施から監督･調整・支援に

変更した。しかし、一度実施権限を廃止され弱体化した州の体制及び機能の再強化は、地

方分権の逆行への警戒感からも進んでおらず、農業セクターにおいては州が求められるよ

うに十分に機能しているとはいえない状況にある。実際に、DADP 進捗報告書については

州を経由せず県と PMO-RALG の間で直接やり取りが行われている。 
DADP 計画・実施作業部会は、今後州に一定の役割を担わせることが期待されている。

具体的には、現在は DADP 計画・実施作業部会が実施している DADP の質的評価や DADP
作成にかかる県への技術支援等の実施を、今後州に移管したい意向である。しかしながら、

人員配置及び能力の面で十分ではない現在の州の状況を考えると、州がこれら業務を遂行

できるのかが懸念されている。DADP 及び進捗報告書の質を担保するうえで必要な作業を、

今後どの機関が担っていくのかという点について注視する必要がある。 
・ 郡、県レベルの脆弱な体制 

DADP の作成にあたっては、郡ファシリテーターチーム（WFT）及び県ファシリテータ
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ーチーム（DFT）が形成され、村、郡レベルにおける技術支援を行うこととされている。

しかし、実際には人材・予算ともに不足していることから必ずしも十分機能していないの

が実状であり、今後一層の強化が必要である。 
 
３． 県農業開発計画作成・実施報告プロセスの具体事例 

 前述の国レベルの政策論議、制度が地方自治体でどのように実施に移されているのかを確認す

るために、調査団はキリマンジャロ州及びドドマ州の農業開発現場を現地踏査した。以下はその

記録である。 
 

３－１ キリマンジャロ州における DADP 策定と進捗報告 
３－１－１ 概況 

キリマンジャロ州は、モシ（都市部）、モシ（農村部）、ロンボ、サメ、ムワンガ、ハイ、

シハの７県を管轄しており、調査団はモシ（農村部）を訪問した。  
モシ（農村部）県は、31 郡、145 村を擁し、人口は 44 万 9,000 人（2007 年）で、その 88％

が農業人口と考えられている。総面積 1,713km2 のうち、耕地が 1,242km2、森林面積が 248km2

を占めており、一戸あたりの農地面積は 0.4～1.0ha である。 
農業生態学的には、山岳地帯（標高: 1,830ｍ以上、降雨量: 1,200mm 以上、農業活動: なし）、

高地（標高: 1,525-1,830ｍ、降雨量: 900-1,200mm、農業活動： コーヒー、バナナ、メイズ、

野菜、果実）、中高地（標高: 915-1,525m、降雨量及び農業活動は高地に同じ）、低地（標高: 
762-914m、降雨量: 900mm 以下、農業活動: 水稲、メイズ、豆、綿花、ソルガム、キャッサ

バ、落花生、野菜、果実、サトウキビ）の 4 つに分類される。 
日本は 1970 年代から農業開発に関する技術協力を実施してきており、ローアモシ（Lower 

Moshi）灌漑地区とキリマンジャロ農業技術者訓練センター（Kilimanjaro Agricultural Training 
Center：KATC）における水稲を中心とする稲作農業に関する技術研修に対する評価は高い。

現在では、ASDP 体制の整備に伴い、KATC における研修プログラムが DADP 活動の一環と

して実施できるように取り組みを行っており、政策への支援と技術協力の相乗効果が期待さ

れる。 
 

３－１－２ DADP 策定・報告の実際と課題 
モシ（農村）県における DADP は、DADP 作成が制度化された 2003/04 年以降、2006/07

年までに 91 村が O&OD プロセスにより VADP を作成し、2007/08 年には残る 54 村の VADP
も作成した。これら VADP を元に、DADP の目的を、1）農家と農業普及員の研修による農

業普及事業の改善、2）土壌保全施設とウォーターハーベスティング技術による土壌保全、3）
灌漑施設、家畜診療所の改修、4）病虫害の根絶などとしている。 
 農民研修についてはDADP の能力開発予算として、2007/08年度に 8,900万シリングを確保、

2008/09 年度に 9,100 万シリングを要求中である。今年度の予算配分があり次第、ローアモシ

の農家を含む 24 名の農家の研修を KATC で実施する予定である。県としては灌漑地区

28,956ha のうち 2011 年までに 1,400ha を改修したいという要望がある。特に、ローアモシ灌

漑地区の施設リハビリについては、現在 4,000 万シリングが予算措置され、上流拡大部の灌

漑施設の改修及び既存頭首工のゲート補修等を実施する予定である。今年度、ローアモシ灌
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漑施設リハビリ費用 10 億シリングを含む 16 億シリングを DIDF で要求している。 
DADP 策定に関して、県が認識する課題は次のとおりである。 
DADP 策定にあたり、DFT、WFT の O&OD 及び各種計画の整理統合にかかる指導及び実

施能力が求められるが、人材不足、研修不足、適正な日数確保ができないなどの理由により、

良い計画づくりができていない。また、2003/04 年度以降 1,160 事業を計画し、DADP に盛り

込んだが予算不足により 43 事業しか承認されていないなど、計画を策定することへのイン

センティブを持ちにくいことも問題である。また、実施予算の 75％が灌漑セクターに配分さ

れるなど、灌漑水路改修の要望が大変多いが設計等にかかる人材不足、事業実施にかかる優

先順位付け（戦略化）への理論付けに課題があり、必ずしも本当に優先度が高く、効率性の

ある事業に投資されているのかの判断がなされていない。また、農民に対する農業普及活動

が弱いことから農業普及員（Extension Officer）の人材を増やすとともに能力を高め、県、群、

村レベルで良い計画づくり、実施のための支援を行う必要がある。しかしながら、公務員の

雇用抑制の影響から、中堅職員の不足が生じている。さらに 3～4 年以内に定年退職者のピ

ークを迎えることから、DFT や WFT を務めることのできる知識･経験のある普及員農業普及

員、灌漑技術者が失われることを懸念しており、これら技術者の育成が急務である。 
DADP 進捗報告書は、各村、各郡がそれぞれ活動の進捗をレポートする形はとっておらず、

DFT が各郡、各村を回りその結果を取りまとめている。また、県は、進捗報告書は、質的に

十分なレポートを作成するまでにはいたっておらず、DFT メンバーの能力強化が必要である

と考えている。 
 

３－２ ドドマ州における DADP 策定と進捗報告 
３－２－１ ドドマ州の概況 

ドドマ州行政（RS）には、他州と同様に 83 名の職員22がおり、農業アドバイザー、家畜・

漁業アドバイザー、協同組合アドバイザー、マーケティングアドバイザー、計画・調整アド

バイザーなどが配置されて、中央政府と州内の 6 県との間の調整役を果たしている。DADP
の実施においては、提出された DADP を精査してアドバイスを提供するとともに、DADP 進

捗報告書を統合させる役割を担うこととされているが、実際には、作成された DADP 文書や

進捗報告書を PMO-RALG にそのまま転送するに留まっている23。 
 

DADP P&I TWG が National Facilitators を通じて、州及び県に対して DADP の計画・実施に

かかるワークショップを行っており、2007/08 年には 7 日間のワークショップが 3 回行われ

た。州職員によれば、トレーニングの内容・教材が州・県の職員の区別なく同じであったこ

とが、県職員が州職員に対して DADP の内容についてアドバイスを受ける必要性を感じてい

ない（つまり知識の優位性を認めていない）主たる理由となっている、とのことである。ま

た、州職員は県に出張するうえでの時間的制約は特段ないものの、州に配分される DADP 計

画・実施調整のための予算が年間 410 万シリング程度しかなく、しかもその半分は上記ワー

クショップの開催のために使われてしまうことから、車両費や日当を捻出できず、州職員が

                                                        
22 現状では中央政府により RS の定員・構成が標準化されており、秘書・ドライバー等をも含む職員の定員が RS あたり 83 名

である。 
23 2007/08 年に初めて州レベルで進捗報告書を統合して中央政府に提出した、とのことである。 
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県に出張して DADP に関するアドバイスを行うことはほとんどない24。 
 

上記インタビューの結果にかんがみて、今後、州に対して、DADP 策定・実施に関する県

職員への研修・アドバイス業務を担わせていくためには、以下の点を考慮すべきであろう。 
 

 州職員が県職員を対象とした DADP の研修を自ら行うための教材を作成し、州職員をト

レーナーとして育成するための研修を実施するべきである。 
 トレーナーとして育成された州職員が県に出張するための費用（車両費・日当等）を、

ASDP のバスケット予算を用いて手当すべきである。 
 

なお、農業省や PMO-RALG は、現在の州職員の人員配置では DADP の計画・実施で必要

とされる専門分野や地域をカバーできないとして、州レベルにおける人員拡大が必須と主張

しているが、事前調査団の観察では、限られた予算を人員拡大に充てるほど州での人員不足

が喫緊の課題であるとは考えられず、この点に関してはタンザニア側とは考え方に乖離があ

る。 
 

３－２－２ Chamwino 県の現状 
ドドマ州中心部に隣接している Chamwino 県は、28 郡 72 村から構成されている。DADP

ガイドラインにあるように、DFT が WFT を指導し、WFT が村を指導して VADP を作らせて、

それが県に提出されている、とのことである。県の職員は、通常の業務である農業普及活動

やインフラ建設等を通じて村レベルの状況（家畜死亡率、灌漑のニーズ等）をおおむね把握

しており、提出された VADP に示されているプロジェクトに対して毎年 15～20 村程度を対

象とした補足調査を行うことによって25、プロジェクトにプライオリティ付けをして DADP
を作成している。また、郡・村レベルでの DADP に対する理解促進のため、DADP ガイドラ

インを独自に簡素化したマニュアル（スワヒリ語）を作成して、教材として使用している26。

なお、Chamwino 県庁舎は、州庁舎に徒歩でいける距離であることから、DADP を最終化す

る前に州の農業アドバイザー等からアドバイスをもらっている、とのことである。 
 

Chamwino 県の自らの DADP の質に関しては、PMO-RALG から「qualified」の連絡を受け

ていることから「何ら問題はない」と感じており、DADP のガイドラインや受講した研修の

内容にも何ら問題は感じていない。実際のところ、DADP として提出したものが「qualified」
とされて、あらかじめ決められた予算の上限どおりの予算が計上されていることから、DADP
のプロセスや内容に何ら疑問を抱かないのはむしろ当然と考えられる。 

 
３－２－３ Kongwa 県の現状 

ドドマ州東部に位置してモロゴロ州に隣接している Kongwa 県は 14 郡 67 村から構成され

                                                        
24 加えて、県開発計画（DDP）は本来 DADP の内容と整合する必要があるが、DDP の作成以前に DADP の提出を迫られてお

り、参加型で DADP を作成したり、全体を調整したりといった作業が極めて困難になっている、という発言も州からあった。 
25 DADP 予算の 15%程度をファシリテーション業務に使用している。 
26 その他、適宜作物ごとにパンフレットを作成し、普及の教材として使っている、とのことである。 
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ている。同県では、各郡の WFT からそれぞれ 4～5 名を 2 ヵ所に集めて、O＆OD の方法や問

題分析、目的分析を含めた DADP 作成のためのワークショップを年 1 回行っている。その後、

必要に応じて、村から提出された実際の村落開発計画（Village Development Plan：VDP）を

持参して村を訪問し、プロジェクトの内容を確認するとともに補足情報を収集して、DADP
を完成させている。一人の普及員が 3 村を担当している状況であり、日常的に現場を訪問し

たりする予算はないものの、Chamwino 県と同様に、村でのインフラ状況やニーズについて

はおおむね把握しており、日常的に集められている情報をもとに、村から提案されたプロジ

ェクトの実施可能性などを判断している。本県も、州の農業アドバイザー等からアドバイス

をもらっているが、内容は州としての優先課題の聴取であり、DADP 文書や進捗報告書への

直接のアドバイスはほとんど受けていない。 
 

Chamwino 県同様に、Kongwa 県では DADP ガイドラインを簡素化したマニュアルを作成・

利用しているが、やはり自らの DADP の質、DADP のガイドラインや受講した研修の内容に

ついて、何ら問題は感じていない。 
 

３－２－４ 総括 
上記 2 県におけるインタビューの結果にかんがみて、今後、県の DADP の質の向上のため

には、以下の点を考慮すべきであろう。 
 

 県にとって、よりよい農業開発計画を作ろうというインセンティブが必ずしもないこと

が、現状のガイドライン、マニュアルや研修方法に問題を感じていない理由となってい

る。質の高い DADP を提出した場合に、県の翌年の DADP 予算のシーリングを引き上げ

る、といった仕組みを設けることにより、県として初めてよりよい DADP を作ろうとい

う気運が生まれてくるものと思われる。 
 よい DADP 文書を作るためには、よい VADP ないし、よい WADP を作るべき、という

議論もありうる。しかしながら、県より下のレベルの能力開発を行うには時間と費用が

かかりすぎること、また、県職員は県内の村レベルにおけるニーズについてはおおむね

把握していることから、技術支援の対象としてはあくまでも県レベルの職員の DADP 作

成にかかる能力開発を行うことにより、限られた期間・投入で最大の効果を上げること

ができると考えられる。ボトムアップのアプローチについては、あくまでも DADP のガ

イドラインないしはマニュアルを充実させることを通じて、県職員が村レベルのニーズ

をよりよく把握できるようにするべきである。 
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第３章 案件の概要 
 
１． 協力内容 

 調査団は、DADP 策定・進捗報告の現状調査及び MAFC をはじめとする ASLM 関係者との協

議を通じて、協力内容（案）について合意した（付属資料１．参照）。以下はその内容である。 
 

１－１ プロジェクト基本計画案 
 農業食糧保障協同組合省と合意したプロジェクト基本計画は表 3－1 のとおりであり、3 年の

協力実施とする。特に地方自治体が作成する DADP の質的評価が毎年 1～3 月に実施されるた

め、本協力の効率的な投入を図るためにも、またベースラインを計る意味でも、2009 年 2 月頃

からの開始を実現させることが重要である。 
表 3－1 プロジェクト基本計画 

上位目標： 
地方自治体が、効果的に県農業開発計画（DADP）を作成し、実施する 

プロジェクト目標： 
DADP 計画実施作業部会、首相府地方自治庁（PMO－RALG）及び州政府が地方自治体を支

援することを通じて、DADP の計画策定と実施モニタリングが改善される 

成果 
1 DADP の計画策定に関する支援活動が強化される 
2 DADP の実施モニタリングに関する支援活動が強化される 

活動 
1-1 DADP 計画実施作業部会の責任所掌と活動計画を見直す 
1-2 DADP 策定ガイドラインを見直し、必要があれば改訂する 
1-3 トレーニングのモジュール・マテリアルを改善する 
1-4 州政府に対して TOT（Training of Trainers）を行う 
1-5 州政府が実施する地方自治体の能力強化を支援する 
1-6 州政府が実施する DADP 質的評価を支援する 
1-7 いくつかの州・地方自治体に対して、DADP 策定プロセスをモニタリングする 
1-8 DADP 策定能力の強化、プロセスの改善に必要な作業を行う 
2-1 改善された DADP 事業進捗報告書式を提案する 
2-2 DADP 事業進捗報告書の取りまとめプロセスを見直し、必要な改善を行う 
2-3 DADP 事業進捗報告書からの教訓を地方自治体との共有方法を改善する 
2-4 州･地方自治体における DADP 実施プロセスを現地モニタリングする 
2-5 DADP 実施モニタリング改善に必要な作業を行う 

 
当初は、地方自治体が実施する DADP の作成・進捗報告への支援体制に関する、各政府機関

の役割の見直し及び精緻化を成果の 1 つとして明確化することを日本側から提案していたが、

協議を通じて PDM の記載としては削除することとなった。しかしながら、DADP の作成・進

捗報告の支援体制を改善していく作業の中で役割の明確化は必ず必要な作業であり、活動 1-1、
1-8、2-5 の中で実質的には案件の中には組み込まれるため、活動としては取り組むが、成果モ
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ニタリングの対象とはしないという整理とした。 
１－２ 協力の戦略 

１－２－１ ASDP の制度的枠組みへの整合性の確保 
 政府及び開発パートナーが協働し、推進する枠組みである ASDP の枠組みに則り、本技術

協力プロジェクトを実施する。すなわち、本技術協力により派遣される専門家は、農業食糧

保障協同組合省政策計画局の監理の下、DADP 計画実施作業部会（DADP P&I TWG）をメン

バーとして活動を実施する。また、技術協力の進捗は、DADP P&I TWG の活動の一部として、

上位枠組みである ASDP バスケット運営委員会に対して報告される。 
 また、本枠組みを採用することにより、本技術協力のために合同調整委員会（JCC）を設

立することはせず、ASDP バスケット運営委員会により技術協力の方向性に関する意思決定

がなされる。 
 

１－２－２ 州政府の能力強化方針との整合性の確保 
 タンザニア政府は、地方自治体による DADP 計画・実施に対しての支援機能を、中央政府

から州政府に移管する方針を打ち出している。すなわち、現在ナショナルファシリテーショ

ンチーム（NFT）が実施している支援活動を、将来的に州政府の職員が担うことをめざして

いる。本方針に従い、本技術協力においては州の能力強化を図る。 
 

１－２－３ 州及び地方自治体レベルにおける支援活動の効果確認 
 現在 DADP P&I TWG や PMO-RALG により DADP プロセスに関する支援活動が全国で実施

されている。他方、これら支援活動が効果的に実施されているかを確認することが重要であ

るので、技術協力においていくつかの州・地方自治体に対して定期訪問を行い、効果測定及

びより効果的な支援方法を模索する。訪問調査を行う州・地方自治体は、技術協力を実施す

る中で選定する。 
 

１－３ 日本側投入 
 本技術協力において日本側投入として想定しているものは次のとおり。 

 長期専門家 2 名（地方開発計画、計画及びモニタリング） 
 短期専門家（必要に応じて） 
 活動に必要な機材（コンピューターなどの事務用品） 
 在外事業強化経費 
 研修員受入れ 

 
１－４ タンザニア側投入 

 専門家の執務スペース 
 農業関連省庁職員（C/P）の配置 
 本技術協力プロジェクトに関する政府職員の活動経費 

 
２． 評価・モニタリングの方法 

 本技術協力においては、前述のとおり ASDP の枠組みの中に整合性を確保しつつ実施していく
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ことが合意されている。したがって、評価及び技術協力の進捗モニタリングも可能な限り ASDP
に沿って実施することが望ましい。この考え方に基づいて、成果指標として DADP の質的評価の

結果や、合同実施レビュー（JIR）結果など、ASDP 枠組みにおいて実施されている評価、レビュ

ーを最大限活用して、本技術協力の評価モニタリングを行う計画である。 
DADP の質的評価は DADP P&I TWG の活動として実施されているため、技術協力を通じてそ

の実施や評価項目を確認することができる。他方、合同実施レビューはより上位の組織である

ASDP バスケット運営委員会が実施するため、JIR の実施枠組みが議論される段階において、JICA
タンザニア事務所において本技術協力の実施モニタリングに足る枠組み内容となっているか確認

していく必要がある。 
 成果１においては「地方自治体が、国家レベルの組織から、DADP 策定にかかる適切な支援を

受ける」ことを指標としており、JIR において実施される州･地方自治体への訪問調査（Physical 
Verification）において当該事項が確認できるよう働きかける必要がある。また、DADP 計画策定

に関する支援活動を担う組織の機能強化の測定指標については、本支援活動に関する機能分担が

明確になっていないため、今次調査においてはあえて設定しなかった。今後、技術協力を実施す

る中で機能･役割分担が規定された時点で、改めて追加的に組織機能の強化に関する指標を設定す

ることが望ましい。 
 他方、成果２においては、DADP 進捗報告書取りまとめを担当している地方自治庁が、州レベ

ルの報告書取りまとめ作業の州への移管をより強く打ち出しているため、州での報告書が取りま

とめられ、その内容が報告書の受け手である地方自治庁をはじめとする農業関連省庁の要望に応

えるものとなることが指標となっている。 
 プロジェクト目標の指標は、DADP の計画としての質の改善を DADP 質的評価報告書から、実

施進捗報告書の質の改善を DADP 統合進捗報告書から読み取ることとなる。ただし、質的評価の

判断基準が改定される可能性もあるため、ベースラインとなる 2009 年の質的評価に用いられた判

断基準で評価することが重要である。 
 指標のベースラインは、技術協力開始後、最初の評価やレビューにおいて調査し、その後適切

な目標設定を行うことが望まれる。 
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第４章 評価の結果 
 

本技術協力の実施については、以下の 5 項目の評価の観点より、適切であると判断される。 
 
１． 妥当性 

本技術協力は、以下の理由により妥当性が高い。 
 

タンザニアにおいて 2005/06 から 2009/10 にかけて実施されている「成長及び貧困削減のため

の国家戦略」（NSGRP）は、2000 年から 2003 年にかけて実施された「貧困削減戦略ペーパー」の

後継戦略であり、かつ、「タンザニア開発ビジョン 2025」で強調されている成長路線を達成する

ことが目標とされている。本戦略では個々のセクターの開発戦略及びプログラムの役割が示され

ているが、貧困削減のための経済成長の牽引役を担うことが期待されている農業セクターの発展

のための戦略・プログラムとして、農業セクター開発戦略（ASDS）及びその実施のためのフレ

ームワークである農業セクター開発プログラム（ASDP）が位置づけられている。ASDP 資金の

75％が DADP の実施のために地方に配分されることから、DADP の計画立案及びその実施を支援

することは、タンザニアの国家開発戦略と整合している。 
これまで DADP の文書の改善のために、関係機関による努力が多くなされてきたものの、現在

の DADP の文書の質と、タンザニア政府及びドナーが DADP に求めるものとの間にはいまだに大

きな乖離があり、DADP の文書を参照しても ASDP の目標達成との関係を知ることができない、

というのが現状となっている。どのようにすれば適切な DADP を作成することができるのかとい

う指針は、現在の DADP のガイドラインやマニュアルには示されておらず、また、DADP P&I TWG
によって行われている研修・アドバイス機能も不完全であることが、現在の DADP の質が低い原

因となっている。DADP のガイドライン及びマニュアルを改善し、DADP P&I TWG、PMO-RALG
及び RS の能力が増し調整機能が強化されれば、県レベルにおける DADP の理解度が増し、DADP
の文書の質が総合的に向上することが見込まれる。DADP の文書の質が向上すれば、DADP の効

果的なモニタリングが可能となり、ひいては ASDP で示されている開発目標を効果的に達成でき

ることとなるのである。 
また、タンザニアにおいて進められる地方分権化政策においては、各地方自治体に対し、開発

への機会が公平に確保されることが重要であるとの認識であり、そのために特定の州･県に対して

直接的な介入を行うよりも、予算配分、セミナー･研修などの能力強化活動を、全国に対象として

実施することが望ましいとされている。本観点から、全国を対象とする本案件のアプローチは地

方分権化政策の理念に合致している。 
成長及び貧困削減の両者を達成できる農業開発は、日本政府の対タンザニア政府に対する支援

の重点分野である。日本政府と JICA は、ASDP の支援に対してコミットしており、バスケットフ

ァンドに対して継続的な支援を行っていることから、本技術協力は日本の援助戦略とも整合して

いる。 
 
２． 有効性 

本技術協力は以下の理由により、その目標を有効に達成できることが期待される。 
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DADP P&I TWG はこれまで、DADP への研修・アドバイス機能を一義的に担ってきた。しか

しながら、DADP P&I TWG はまだ本格的に始動してから 1 年も経っておらず、その組織能力は未

発達の状態である。さらに、中央政府組織が国家全体で 13227ある県の事務所に対して直接サービ

スを提供し続ける、というのは現実的でない。そこで、研修・アドバイス機能を再構成し、最終

的に州政府（RS）が県に対する本サービスを提供できるようにする、という決定が政府によって

なされた。本技術協力は、DADP P&I TWG、 PMO-RALG 及び RS といった関係機関の研修・ア

ドバイス機能を強化することを通じて、上記の新しいメカニズムが動き始められるように、デザ

インされている。 
本技術協力は、DADP の計画文書及び進捗報告書の質を継続的にチェックし、その結果を作業

にフィードバックするような、総合的なアプローチをとっている。すなわち、各県において作成

された DADP の質は評価されて点数化されることになるが、質的評価の結果は本技術協力の効果

を測定するための指標となり、同時に評価結果は県へとフィードバックされる。さらに、いくつ

かの州・県において、トレーニング教材の有効性についてサンプル調査が行われることとなり、

結果が教材の改善に活用されることとなる。 
 3 年間の協力期間において、計画－実施－報告のサイクルが 3 回施行される。そのため、州へ

の機能委譲を漸次的に実施できる。また、前述の DADP や進捗報告書の質的評価を JIR などの

ASDP の既存のモニタリングやレビュープロセスで毎年採集される指標を通して実施できるので、

成果指標を常にモニタリングできることが担保されており、結果として目的達成をコントロール

しやすい。 
 
３． 効率性 

本技術協力は、以下の理由によりその目標を効率的に達成できることが見込まれる。 
 

本技術協力では、行政の中央から地方への知識・技術の伝播を促すものとなっている。JICA の

長期・短期の専門家は、DADP P&I TWG が DADP のガイドラインやトレーニング教材やマニュ

アルを改善するうえでの支援に注力し、改善されたガイドライン等を用いて、DADP P&I TWG の

監理下にあるナショナル・ファシリテータが州政府の職員にトレーナー育成研修を行い、同職員

が県に対して研修・アドバイス機能を果たせるようにする、という手順がとられることとなる。

このように、日本側の投入を最も協力の効果の高い部分に集中的に投入することにより、効率性

が確保されることとなる。 
しかしながら、上記の地方分権化の政策が実際にどの程度実施に移されるのかについては、不

確定要素がある。中央政府は、州政府が自らの責任を果たすうえでは職員数を増やすことが不可

欠と考えているが、JICA の事前調査団の観察では、州政府に旅費やガソリン代といった運営予算

がほとんどないこと、また職員の事務的・技術的能力が十分でないことのほうがより喫緊の課題

である、といった認識のずれがある。州への業務移管が有効に行われることが、本技術協力がそ

の目的を達成するうえでの前提条件となりうることから、業務移管の進捗状況をよくモニタリン

グして、州政府の機能強化に対する制約が確認された場合には即座に、本技術協力の監督機関で

ある ASDP バスケットファンド・ステアリング・コミッティーにおいて、とるべき対策について

                                                        
27 2008 年 9 月現在タンザニアの地方自治体の数は 133 であるが、うち 1 つ(Dar es Salaam City Council)は広域自治体であるため、

DADP の作成・実施主体としては 132 となる。 
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議論するべきである。 
 

世界銀行、欧州連合、アイルランド政府開発プログラム（Irish Aid）、国際農業開発基金（IFAD）

及び日本は、ASDP バスケットファンドに対して拠出をしており、本技術協力は、これらのドナ

ーによって行われている ASDP に対する支援を補完するものとなっている。すなわち、バスケッ

トファンドに拠出された金額が ASDP の目標を達成するために効果的・効率的に利用されるよう

に、5 つのワーキングループの 1 つが本技術協力で支援されることとなるのである。 
 

加えて、JICA による DADP に対する支援が、現在進行している「タンザニア国地方セクター

開発プログラム 2」の完了後に途切れなく行われるように、本技術協力の開始時期が 2009 年 2 月

から 3 月に予定されている。その頃は DADP が県レベルで準備されている重要な時期であり、そ

の時期を逸しないことにより、効率性が確保されることとなる。 
 
４． インパクト 

本技術協力により、以下のインパクトが見込まれる。 
 

県による DADP の計画立案・実施能力が向上することにより、DADP の文書及び進捗報告書の

質が向上することが見込まれている。しかしながら、こうしたインパクトが達成されるためには、

DADP の質の改善が県に何らかのインセンティブをもたらすように、県における DADP の質と県

に配分される予算がリンクされることが必要となってくる。これはプロジェクトのインパクトが

達成されるための外部条件であるともいえる。DADP P&I TWG は、これまで DADP の文書の質

の評価を行ってきており、また、その結果が県にフィードバックされているが、実際には、

PMO-RALG に提出された DADP は質の高低にかかわらずすべて受け入られてきたことから、県

からすれば、DADP の文書の質を向上させる特段のインセンティブがないのが現状である。タン

ザニア政府によれば、DADP のパフォーマンスを測定するシステムを現在導入しつつある、とい

うことであるが、この新しいシステムは県レベルの職員にはまだ知られていない。この新しいシ

ステムが期待された効果を発揮するためには、今後、実際にどのような形でこれが導入され DADP
の質にどういう影響を及ぼすのか、本技術協力の実施期間中によく観察・分析し、必要に応じて

システムの改善を求めていくことが必要となるであろう。 
 

公共及び民間の農業サービスを提供する組織の能力を強化するとともに、これらの組織と農民

をリンクさせ、農民が適切なサービスを受けられるようにすることが、ASDP の主たる目標の 1
つとされている。DADP の質の向上を通じて、ASDP の政策が具体的に実現可能となって、農民

が農産物の生産及びマーケティングの問題を解決できるようになり、ひいては農民の生活向上、

そして農村地域の貧困削減へとつながることが期待されている。 
 
５． 自立発展性 

技術協力の自立発展性は以下により中程度確保されると考えられる。 
 

DADP の統合文書である ASDP は、農業セクター開発戦略の実施のためのプログラムであり、
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同戦略の中期的目標は NSGRP と整合しており、長期的目標はタンザニア開発ビジョン 2025 と整

合している。よって、タンザニアの政策の持続性は確保されているといえる。 
 

現在は中央レベルが DADP の研修・アドバイス機能を担っているが、現体制のままでは 133 の

県に対してタイムリーに適切なアドバイスを提供し、またモニタリングを実施するうえで効率的

でなく、持続性があるとはいえない。しかも、DADP P&I TWG 及びその傘下で実際のトレーニン

グ活動を行うナショナルファリシテータは、永続的な組織ではない。一方において、州政府が現

在 DADP に関して果たしている役割は消極的なものであり、DADP の作成及び実施についてほと

んど責任を負っていない。地方分権化政策の一環として、タンザニア政府は DADP の研修・アド

バイス機能を DADP P&I TWG から州政府に移管する意図をもっている。州政府は、現地のニー

ズを理解し、県職員に対してアドバイスをタイムリーに、かつ低コストで提供することが可能で

あることから、この政策の方向性は DADP の計画・実施支援の持続性を確保するうえで非常に有

効である。本技術協力は、州政府の能力強化のために必要な支援を行うことを予定しており、こ

れにより、州政府は中央政府から移管された責任を果たしていけるようになる。 
 

地方政府の職員の DADP 作成能力が向上し、質の高い DADP を作成するためのインセンティブ

のメカニズムが確立すれば、その後、DADP の質は継続的に向上していくことが期待される。

DADP は県開発計画（District Development Plan：DDP）の一部であることから、将来ドナーの ASDP
バスケットファンドに対する拠出が完了した場合でも、強化された能力が DDP の作成にそのまま

生かされることとなる。ただし、本技術協力の協力期間内に 21 の州すべてにおける、州職員の能

力向上が終了することは困難と考えられることから、協力期間後も、少なくとも州政府が自ら研

修・トレーニングを行っていけるようになるまで、DADP P&I TWG から州へのトレーナー研修を

行っていくべきである。 
 

JICA の「DADP 灌漑事業ガイドライン策定・研修計画支援計画」の枠組みの中で、灌漑施設の

計画策定のための技術ガイドラインの作成及び研修が行われている。これに加えて、州や県のレ

ベルにおける農業担当の職員の能力強化のための支援が、多くのドナーによって行われている。

これらにより、地方政府の職員がよりよいプロジェクトを立案する能力が強化されることとなり、

DADP によって申請される個々のプロジェクトの持続可能性も高まっていくことが期待できる。 
 
６． 貧困・ジェンダー・環境等への配慮 

本技術協力によって作られる予定である、新しい DADP ガイドライン及び研修教材が使われる

ことにより、DADP に記載される農業プロジェクトのインパクトがこれまでよりも明確に示され

ることとなる。その結果、貧困、ジェンダー、環境といったイシューについても明確に認識され、

それらへの対応が配慮されていくことが期待される。 
 
７． 過去の類似案件からの教訓の活用 

本技術協力は、「タンザニア連合共和国地方セクター開発プログラムフェーズ 2」の後継案件で

ある。2005 年 11 月より同案件を実施している「農村・農業開発アドバイザリーグループ」（Rural 
and Agricultural Development Advisory Group ：RADAG）の活動を通じて得られた様々な教訓が、
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本技術協力の立案に生かされている。特に、以下の 2 点が極めて重要であると認識されている。 
 
(1) DADP の研修・アドバイス機能を担っていく組織、中でも州政府の実施能力が、その担うべ

き責任に比べて著しく劣っているため、技術協力はこの点に特に注力していくこととなる。 
(2) DADP P&I TWG は、これまで DADP ガイドライン及び研修教材を作ってきたが、それらは県

のニーズに合致しておらず、これらの改善なしに DADP の質の向上は期待できない。さらに、

これまでの DADP の研修は、DADP P&I TWG の監理のもと、ナショナル・ファシリテータに

よってアドホックに行われてきた。本技術協力においては、研修教材を含め、研修・アドバ

イス機能全般を見直し、改善が行われることとなる。 
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第５章 実施にあたっての留意点 
 
１． 本案件の位置づけと実施上の配慮 

本協力の根幹を成すのは、2001年以来 2 フェーズにわたって行われてきたセクター開発調査「地

方開発セクタープログラム策定支援調査」を通じた農業開発プログラム（ASDP）の枠組み形成

と実施プロセスの支援である。とくに、2006 年の ASDP バスケットの立ち上げ以降支援の中心と

なった県農業開発計画（DADP）の策定、実施、実施状況報告にかかわる支援を開発調査終了後

に技術協力プロジェクトとして引き継ぐのが本案件である。 
県農業開発計画（DADP）の策定、実施、実施状況報告については、ASDP の資源のうち 75％

が配分されているものの、これらに関する県の能力が十分ではないこともあり、円滑に行われて

こなかった。政府ならびに JICA をはじめとしたセクターを支援するドナーも、このような状況

を改善するためにさまざまな介入策、そのひとつが TWG や NFT を通じた県（DFT）への研修で

あり、現地でバックストッピングと呼ばれる各種支援であった。一方、十数人に過ぎない NFT の

メンバーに 130 を超える県への直接的、継続的な支援は困難であり、このため、中央政府は州に

県への技術的支援機能の移譲を行う方向性を打ち出してきている。しかしながら、現段階では、

WG、NFT、州がそれぞれどのような役割を担うのか詳細な役割分担が定まっていない状況にあ

り、今回調査団からこの点を明確にする必要があることを言及してきたが、政府側は、この点は

すでに明確になっているという点を崩さなかった。このため、当初想定していた上記の点にかか

わる成果を削除することとなったが、本案件の実施にあたっては、今後 DADP ガイドラインの改

訂などの作業を行う段階で、調査団が課題として認識している内容について、現状を十分に確認

しつつ、実質的に詳細な役割分担を決めていく作業に関与すべきものと考える。 
本案件の直接的な支援対象となるのは、MAFC の DPP をコアとする WG 及び NFT に加え、

PMO-RALG のセクター調整局の農業ユニットである。この部局の支援は、県、州を通じて集めら

れた、DADP や四半期毎の進捗報告、さらには年次報告が他の ASLMs やバスケットの運営委員

会に上げられる際に、PMO-RALG が隘路とならないようにすることを目的としている。少数のス

タッフで運営されているこのユニットが、円滑に機能するためには、州レベルで県からの計画や

報告書が一定のレベルまで取りまとめられている必要があり、この点からも州の機能強化がきわ

めて重要であるといえる。 
 
２． 他の日本側協力と関連性 

 本案件はタンザニア政府が推進する ASDP の実施体制を強化するいわば政策及び行政プロセス
28に関する協力であり、それ単体では農業開発に対する効果はきわめて限定的である。農業開発

に対する効果向上を図るためには、本協力により強化された体制に基づいて、実際の農業開発に

関する技術的な介入（例えば、直接的な農業技術支援）が実施されることが必須である。また、

一般的に組織能力の低いタンザニアにおいては、農業技術に関する開発介入にとっては、農業行

政が強化されることで初めて開発効果の持続性を高めることができるため、政策プロセスの強化

と技術への支援が両立されないことには、効果的・効率的な開発を望むことは難しい。 
 JICA のタンザニア支援においては、本案件に代表される政策支援と農業技術支援を実施してい

                                                        
28 ガバナンスといいかえることもできるが、その後の持つ多義的な意味合いに配慮し、あえて「政策及び行政プロセス」の語

を使う。 
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るため、これら案件がそれぞれ何をめざし、それらの目標や活動がどのように連携しているのか、

を日本の農業行政プロセスになぞらえて次のとおり説明することで、タンザニアにおける日本の

農業支援の全体像を把握する一助としたい。 
 

２－１ DADP を軸として連携する協力 
 現在タンザニアの農業分野において、実施中の JICA の案件は次のとおりである（詳細は付

属資料 7 参照）。 
①開発調査：「地方開発セクタープログラム策定支援調査フェーズ 2 

DADP の計画・実施・モニタリングに関する制度作りを含む ASDP プロセスを推進 
②技術協力プロジェクト：県農業開発計画（DADP）灌漑事業ガイドライン策定・研修計画 

DADP に位置づけられている小規模灌漑整備事業の調査・計画・設計・管理及び事業申請

に関するガイドラインの作成と人材育成を支援 
③技術協力プロジェクト：灌漑農業技術普及支援体制強化計画（タンライス） 

DADP に位置づけられている灌漑稲作技術研修に、KATC の他 3 つの農業研修所が実施す

る灌漑稲作技術研修を利用することを促進 
 

このように、DADP の枠組みを作る開発調査①及び今次協力、DADP の枠組みを活用し、技

術的側面からDADP の実施を促進する技術協力プロジェクト②及び③という構図が浮かび上が

る。各協力と DADP の計画・実施・モニタリングに関するタンザニア側政府組織の関係性を示

したものを図 5－1 に示す。 
これらの協力の中心となる DADP プロセスとは、日本の土地改良事業を事例とすると、県営

事業の事業実施手順に相当するものであり、その対応は下表のようになる。 
 

表 5－1 DADP プロセスと日本の土地改良事業の対応 

タンザニア政府機

関 
日本政府機関 申請手続段階 事業実施段階 

県庁農業畜産開発

局  
県 計画書、申請書作成 工事実施 

            （補助事業申請）  （事業採択通知）

州行政府（RS） 地方農政局 審査、局取りまとめ 事業進捗・予算管理

   （補助事業予算申請）  （事業採択通知）

ASLMs 農林水産省 審査、全国取りまとめ 事業進捗・予算管理

   （予算申請）   

財務省 予算割当審査 予算割当 

 
 
 
 
 



 

－28－ 

 

図 5－1 DADP と JICA の協力の関係 
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２－２ DADP ガイドラインと日本の制度の比較 
これらDADP 事業実施手続きで必要となる事業計画書作成や申請書類の作成の基本となるも

のが「DADP ガイドライン」であり、その構成は次の図 5－2 のとおりである。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5－2 DADP ガイドラインの構成 

 
 
 
 

DADP ガイドライン本文  （2007 年 7 月作成）
ASDP Guidelines for District Agricultural Development Planning and 
Implementation 
 
主な内容 
１）背景（ASDS と ASDP、地方分権化と改革、ガイドラインの目的） 
２）実施体制（村、郡、県、州、国 レベルの実施体制） 
３）計画策定プロセス（全体及び村・郡・県・州におけるステップ） 
４）予算（ASDP 交付金、交付金配賦条件、配賦方法、交付金管理） 
５）実施（投資、農業サービス、キャパシティビルディング概要） 
６）実施サポートメカニズム（財務報告書及び監査、調達、参加型 M&E）

付属文書 1 農業開発

交 付 金 （ 農 業 イ ン フ ラ

用）（2006 年 11 月） 

Annex1  for District 

Agricultural 

Development Grant

（DADG） 

主な内容 

１）対象投資事業 （環境

保全型、小規模生産、リ

スク回避設備説明及び

受益者負担率） 

２）事業実施手順（事業

委員会設立等準備、事

業案評価・承認、終了時

コミュニティへの譲渡を

含む実施方法） 

付属文書 2 農業普及

サ ー ビ ス 交 付 金 （ 2006

年 11 月） 

Annex2 for Agricultural 

Extension Block Grant 

(AEBG) 

主な内容 

１）実施体制（県コアチ

ームの導入等）  

２）農業普及改革に対す

る県決議  

３）民間セクター活用促

進制度・手法（民間セク

ターとの契約方法等） 

４）郡農業リソースセンタ

ー(WARC)の設立 

付属文書 3 農業キャ

パシティビルディング交

付金（2006 年 11 月） 

Annex3 for Agricultural 

Capacity Building Grant 

(ACBG) 

主な内容 

１）基本交付金対象活動

（提案活動一覧表、研修

機関との連携等）  

２）農業改革準備・実施

（県政府リストラクチャリン

グの導入等） 

３）農民・民間に対する

能力開発（参加型ニー

ズ分析、FFS の紹介等）

付属文書 ４ 食

糧安全保障 

Annex4 for Food 

Security 

 

（内容については

未確認） 
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この DADP ガイドラインを日本の土地改良事業になぞらえると次の通りの対応となる。 
 
        DADP           土地改良事業 
    ・DADP ガイドライン本文      ・事業実施要項     
    ・付属文書（農業開発交付金）    ・事業実施要領 
    ・添付資料（灌漑ガイドライン）   ・調査・設計・積算・施工・管理基準 
  

２－３ 今後の課題 
２－２で行った日本の制度との比較から見えてくる DADP の課題は次のとおりである。 

① 一定のガイドラインが定められても、DADP（県農業開発計画）に位置づけられてい

る事業を技術面から適切に策定するための技術者能力がなければ、単に様式を埋め

るだけのものになりかねない。ガイドラインの改訂（質の向上）を図るうえにも、

県技術者の経験に基づく技術能力の向上が図られる必要がある。 
② DADP の申請・審査・採択手続体制について、ゲートとなる組織、関係部会が多く、

複雑化している。タンザニアにおいて未成熟な状況は十分理解できるが、審査機関、

支援機関の役割をさらに明確化する必要がある。 
③ 県、州、関係省庁の審査、支援機関に灌漑等の専門分野の技術者が適切に育成、配

置される必要がある。 
 

また、関係協力における今後の課題は次のとおりである。 
① 技プロ「DADP 灌漑事業ガイドライン策定・研修計画」については、今後灌漑事業の

実施を通した事業実施・運営ガイドライン策定作業を行うこととなるが、県、州レ

ベルの技術者の不足が叫ばれていることからこれ対してどのように対応していくか

が課題であり、今後若手の灌漑技術者の育成について検討する必要があると思われ

る。 
② 技プロ「灌漑農業技術普及支援体制強化計画」については、研修圃場の整備や研修

予算について、年間の研修計画に DADP 予算を見込んだものとした場合、予算の手

当が遅れると研修の実施が遅れることも想定されることから、JICA をはじめとした

ASDP 関係者でフォローする必要があると思われる。 
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１． 協議議事録（Minutes of Meetings） 

２． 討議議事録（Record of Discussions） 

３． Aide Memoire 
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６． PMO-RALG Organisation Chart 
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